
 

学位論文 博士（システムデザイン・マネジメント学） 

 

多視点で見える化した乗用車用 

更生タイヤ導入のための事業性分析 

 

Business Feasibility Analysis 

 through Multi-Perspective Externalization for the 

Introduction of Retread Tires in Passenger Cars  

 

 

 

 

 

2022年 9月 

慶應義塾大学大学院 

システムデザイン・マネジメント研究科 

木村 富也 
  



 

 

 

論 文 要 旨 
 

学籍番号 81552083 氏 名 木村 富也 

 

論 文 題 目： 

多視点で見える化した乗用車用更生タイヤ導入のための事業性分析 

 

 

 

（内容の要旨） 

企業では，解決が難しい課題があり，その課題に対して多くのお金とリソー

スをかけている．一つの課題が解決しても，次の課題が発生し，課題解決はい

つになっても終わらない状況にある．先行研究では，それら課題を細分化して

解決しており，各々の課題は解決している．しかしながら，それを俯瞰して見

た場合には解決しているか否かに関しては定かではない．課題を細かく解決す

ることは，その部分は解決するが，必ずしも全体が解決していないという問題

がある． 

そこで，本論文は，多視点で見える化したシステム思考を，ありたい姿との

ギャップ（現在），現状からの改善（次のステップ），未来予測（将来）の３つ

の領域について検証をして，その可能性について検討することを目的とし，こ

の３つの領域をそれぞれ検証した３つの研究から構成されている． 

具体的には，タイヤ生産業界を事例とし，業務プロセス価値連鎖図による多

視点見える化を，➀「ありたい姿とのギャップ（現在）」として新興国の労働集

約型タイヤ生産工場の現状把握，②「現場からの改善（次のステップ）」として

タイヤ製品間接コストの管理と改善，そして③「未来の予測（将来）」として乗

用車用更生タイヤ導入可能性の事業性分析の 3つの領域に適用した検証を行な

い，それぞれの領域にて業務プロセス価値連鎖図の効果を明らかにした．これ

により業務プロセス価値連鎖図は，現状の把握，改善，未来予測のいずれにも

効果があることを示すことができた． 

このように，業務プロセス価値連鎖図を活用し，事業所や部門を横断した多

視点で俯瞰することを通して，会社全体としての価値を生む課題解決がなし得



 

 

 

ることを，実証及びシミュレーションによって検証した． 

 

キーワード：タイヤ生産，見える化，サプライチェーン，新興国， 

製品間接コスト，サステナビリティ，ライフサイクルアセスメント 
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Companies have issues that are difficult to solve and spend a lot of money and resources 

on them. Even if one issue is solved, the next issue arises, and the solution to the revised 

issue is not finished anytime soon. In previous studies, these issues have been resolved in 

small pieces, and each issue has been solved. However, it is not certain whether they have 

been solved or not when viewed from a broad view. Solving issues in detail solves that 

part of the problem, but there is a question of whether the whole problem has necessarily 

been solved. 

Therefore, the purpose of this paper is to examine the possibility of systems thinking 

visualized from multiple perspectives in three areas: the gap between the desired state (the 

present), improvement from the current state (next step), and future prediction (in the 

future). The gap between the ideal and the present is examined using a labor-intensive cell 

production system in an emerging country, the improvement from the present is examined 

using product overhead costs, and the future forecast is examined using a feasibility 

analysis of a new business feasibility study. 

Specifically, using the tire production industry as an example, multi-perspective 

visualization using a business process value chain diagram is used to understand the 

current situation of labor-intensive tire production plants in emerging countries as 1 "Gap 

between ideal state (present)". 2 "improvement from the site (next step)" to manage and 

improve indirect costs of tire products, and 3 "prediction of the future (future)" to analyze 

the feasibility of introducing retreaded tires for passenger cars. Applied to three areas and 

verified the effectiveness of the business process value chain diagram in each area. As a 

result, be able to show that the business process value chain diagram is effective in 

grasping the current situation, improving it, and predicting the future. 

In this way, we verified through demonstration and simulation that it is possible to solve 

problems that create value for the company as a whole by using the business process value 

chain diagram and looking at it from multiple perspectives across offices and departments. 

We believe that the reason for the success of the analysis was that many elements and 

factors were mixed, the stakeholders for each parameter were clearly defined, and 

uncertain elements were accommodated through discussions among the parties concerned. 
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第1章 序論 

本章では，本研究の問題設定を行い，その背景と目的，さらに目的の検証方法に

ついて述べ，研究方法と構成について説明する． 

1.1 問題意識 

本論文は，企業において何度対策を実施しても解決することができない課題を対

象として，多視点で見える化することで検証し，その課題を解決することができる

のか，その課題の根本要因を実証的に検証するとともに考察を加え，企業の難課題

解決における多視点で見える化をすることによる実務的な示唆を得ることを目指

す． 

我が国の企業の課題解決に対する費用の一つの指標として，国内コンサルティン

グサービス市場の金額があり，その市場規模は 2025 年には 1 兆 2,251 億円とな

り，2020年〜2025年の年間平均成長率が 7.8%と予測されている[1]．我が国の各

企業とも，自社のリソースを使うだけでは解決しなく，自社の工数が不足すること

により，コンサルティング会社に課題解決を依頼し，今後もその傾向が伸びていく

という一つの傾向と考えられる．この上昇理由は，各企業ともコンサルティング会

社に依頼して課題を解決しているにもかかわらず，それ以上に課題が増えていくの

か，それとも課題が解決しないのかについては明確な理由がわからない． 

そこで，我が国の各企業の解決するのが難しい課題に対し，どのようにしたら解

決するのか，そして，現状と課題解決後の姿を検証することに意味があると考えた．

本論文は，この検証にあたり，「ありたい姿とのギャップ（現在）」「現場からの改

善（次のステップ）」「未来の予測（将来）」の３つの領域に注目する． 
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1.2 本研究の背景 

1.2.1 ありたい姿とのギャップ（新興国の労働集約

型の工場） 

戦後，日本において，第二次産業の製造業が経済を牽引してきた．戦後は安価な

労働力，そして，勤勉な現場の労働者が作る品質の良い製品に支えられ，高度経済

成長へ大きな貢献をしてきた．しかしながら，製造業の生産拠点は，1970 年代か

ら製造拠点を先進国の高騰する人件費の負担を少しでも減らすために，日本から新

興国に徐々に移している[2]．製造業の中でも特に人数が必要である労働集約型の

生産拠点を中心に新興国へ移転している[3]．そのため，新興国の工場における生産

比率が大きくなり，重要なウェイトを占めている．その理由は，安価な労働力以外

に海外への技術移転が容易になった[4]等があげられる．  

一方で，日本に残っている製造業の拠点は，本社の管理部門や高付加価値商品の

生産拠点といった限られたものになってきている．そして，日本にある製造業の拠

点の役割は，新興国への支援者の派遣，グローバル標準作成，グローバルの見本に

なるような改善の推進，新技術の開発，グローバルの業績管理評価のための重要な

指標（Key Performance Indicator；以下，KPI）等の数値収集と経営への答申など

へ変わってきている．このように役割の変わってきた製造業の日本拠点で，本社機

能と一部の高付加価値商品の生産工程や新商品開発を実施することが，今後も日本

に製造業を残すために重要なものとなる． 

しかしながら，新興国に移管した労働集約型の生産拠点では，生産を思ったよう

に取れないという課題がある．当初の目論見では，日本から技術移管（設備，プロ
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セス，標準等）をすることで日本同様に生産ができるというありたい姿を描いてい

たが，実際にはそのようになっていない．  

ありたい姿とのギャップの検証の対象は，新興国の労働集約型の工場に着目する． 
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1.2.2 現状からの改善（製品間接コスト） 

企業では，多くの複雑に入り組んだ組織やプロセスの中で業務を行なっており，

このような業務の改善を実施する場合には，細かく分けて対策を行うために，一か

所が改善されても他に不具合が発生し全体が改善されるまでには時間がかかるこ

とが多い． 

その中でも，製品間接コストは製品に配賦するという複雑さのみならず，その管

理と改善については，管理部門と現場が絡んだ業務であり，管理するシステムを多

くの人が扱うだけではなく，取引業者との価格交渉，商品の納入，使用，管理等多

くの人と業務が絡み合っている． 

活動原価基準計算（Activity-Based Costing；以下，ABC）で製品間接コストを

管理・改善している企業が多いが，実際に現場の製品間接コストの改善の実体につ

いてはわからないことが多い（詳細は第 2．2．4項にて述べる）． 

現状からの改善を検証する対象として，製品間接コストの管理・改善に注目する． 

1.2.3 未来予測（将来） 

企業の未来予測に関しては，新規事業に対してシミュレーション等をして将来の

投資可否を決めることが多い．特に，新規事業に対しては，フィージビリティスタ

ディをすることで，その結果を見て導入可否を決めることが多い． 

しかしながら，フィージビリティスタディをする際に，要素や変数が明確でない

ことがあり，且つ，不明な情報に対してどのような前提で計算したら良いのかなど

の課題がある． 

同様に地球全体で取り組んでいる環境問題に関しての未来予測も不明な点が多

い．例えば，二酸化炭素（以下，CO2）削減に対して，政府は環境税の導入検討を
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している一方で，企業は自分たちで企業努力することでなんとか CO2 を削減でき

ないか奮闘している状況であるが，政府の環境税の金額や企業の新しい環境対策に

掛る費用等はその時の経済状況や新しい技術の導入といった未定な部分であるた

め不明である．また，政府と企業の二者が絡んで，今後どのような要素や変数が入

ってくるか将来の予測は難しい． 

未来予測の検証する対象として，環境問題対策で CO2 排出削減をする必要があ

り，且つ，今後環境税を政府が掛けてくる際に何らかの対応を迫られ，新事業を立

ち上げる可能性がある例として乗用車用更生タイヤの導入に関するフィージビリ

ティスタディに着目する． 

1.3 目的と検証方法 

前節における検討を踏まえ，多視点で見える化[5]したフロー図を３つの領域に

ついて検証し，その可能性について検討することを目的とする． 

 

(1) ありたい姿とのギャップ 

新興国の労働集約型セル生産方式工場の生産達成率が改善されるのか検証

する． 

 

(2) 現状からの改善 

日本企業の製品間接コストの改善額が増えるか検証する． 

 

(3) 未来予測 

日本における乗用車用更生タイヤ導入の可能性について事業性分析が可能

であるか検証する． 
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1.4 研究方法 

1.4.1 研究アプローチ 

ここまで述べた問題意識と研究目的を鑑み，企業の解決が難しい課題に対しての

研究アプローチを述べる．まず，各検証項目に関する先行研究を整理し，その整理

をしたものに基づいた知見を示す．そして，その知見をベースとして実証的な検証

を実施する方法である． 

この理由としては，企業で解決が難しい課題に対して，先行研究から得られた知

見をベースとして仮説を立て，工夫した多視点で見える化した手法をその仮説に対

し，企業で実証し分析をすることが本研究の目的に合致するためである． 

1.4.2 研究ステップ 

研究ステップを図 1-1に示す．まず，既存研究調査とそこから得られた知見を整

理し，そこから仮説を立てる．その仮説に対し，多視点で見える化したフロー図を

ベースに工夫したポイントを追記しそのフロー図を作成．その後仮説にそのフロー

図を適用して検証・分析し，その検証・分析から得られたことを考察する． 

 

図 1-1研究ステップ 
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1.5 本研究の構成 

本研究は序章から結論までの全７章で構成され，第２章以降の構成は下記の通り

である．各章間の関係を図 1-2に示す．本研究が対象とする，多視点での見える化

することによる企業における難課題解決を実証的に検証するための全体図を示し

ている． 

第２章では，研究の枠組み構築として，新興国の労働集約型の工場としてタイヤ

生産工場，製品間接コスト管理・改善としてタイヤ製品間接コスト，そして新規事

業の事業性分析として乗用車用更生タイヤ導入可能性の事業性分析としたが，その

対象の説明を実施する．そして，先行研究調査を行い，そこからわかった考察を実

施し，検証課題の提示をする．そして，多視点で見える化手法の業務プロセス価値

連鎖図概要を説明する． 

第３章ではタイヤ生産プロセスの見える化について，対象である新興国のタイヤ

生産プロセス詳細について述べ，現状の課題を明確にし，見える化手法である業務

プロセス価値連鎖図を新興国のタイヤ生産の現場に適用して，検証を実施し，その

検証結果を分析する． 

新興国のタイヤ生産の現場プロセスには全体が俯瞰でき，どこに価値があるのか

を明確にする業務プロセス価値連鎖図に効果があることを明確にする． 

第４章では，タイヤ製品間接コストの見える化による業務改革について，対象と

なるタイヤ製品間接コストの項目について述べ，現状の課題を明確にし，見える化

手法である業務プロセス価値連鎖図を新興国のタイヤ生産の現場と同様に適用し

て，それの検証を実施し，その結果を分析する．日本のタイヤ製品間接コストにお

いて，業務プロセス価値連鎖図の適用は，複雑に絡み合った組織が業務を実施して
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いることを明確にし，それを一括で実施することで大きな効果があることを明確に

する． 

第５章では，乗用車用更生タイヤ導入へ向けた事業性分析のために，検討ステッ

プを業務プロセス価値連鎖図で明確にし，モデリングとシミュレーションを実施す

る．乗用車用更生タイヤのポートフォリオを生産コスト，初期投資，導入した設備

の耐用年数，炭素税の金額等によって検討する． 

第６章では，本研究で得られた多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を

適用した，新興国の労働集約型の工場，製品間接コスト管理・改善，そして新規事

業の事業性分析についての考察を行う． 

第７章では，本研究の結論と，今後の展望について述べる． 
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図 1-2論文構成

第1章 序論：問題設定
1.1 問題意識
1.2 背景
1.3 目的と検証方法
1.4 研究方法
1.5 構成

第3章 タイヤ生産プロセスの見える化
3.1 背景と対象
3.2 検証課題・目的
3.3 データ取得方法
3.4 業務プロセス価値連鎖図適用
3.5 検証結果
3.6 まとめ

第6章 考察

第7章 結論
7.1 本研究の結果
7.2 今後の展望

第4章 タイヤ製品間接コストの見える化
4.1 背景と対象
4.2 検証課題・目的
4.3 データ取得方法
4.4 業務プロセス価値連鎖図適用
4.5 検証結果
4.6 まとめ

第2章 研究の枠組み構築
2.1 対象(タイヤ生産/製品間接コスト/新規事
業)
2.2 先行研究調査
2.3 検証課題の提示
2.4 業務プロセス価値連鎖図概念

第5章 乗用車用更生タイヤ導入へ向けた見
える化による事業性分析
5.1 背景と対象
5.2 検証課題・目的
5.3 データ取得方法
5.4 業務プロセス価値連鎖図適用
5.5 モデリングとシミュレーション
5.6 まとめ
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1.6 まとめ 

本章では，本研究の問題意識，背景，目的と検証方法，そして研究方法と構成を

述べた． 

問題意識から研究背景を概観し，その背景をありたい姿とのギャップとしてタイ

ヤ生産プロセス，現状からの改善としてタイヤ製品間接コスト，そして未来予測と

して乗用車用更生タイヤの導入へ向けた事業性分析に着目する． 

企業における解決することが難しい課題に対して，今まではその解決のために細

かく分けて一つずつ対応をしていたが，多視点で見える化することで，全体を俯瞰

することによる課題解決を試みる． 



 

11 

 

 

第2章 研究の枠組み構築 

本章では，本研究の枠組みについて述べる．まず初めに，前章で述べた３つの領

域についての検証する対象を述べ，先行研究調査を実施し，その先行研究調査から

考察を実施，検証課題の提示をする．そして，３つの領域に対して多視点での見え

る化で検証するフロー図である業務プロセス価値連鎖図の概要について述べる． 

2.1 対象 

本節では，本研究で検証する対象のありたい姿とのギャップである新興国の労働

集約型セル生産方式，現状からの改善である製品間接コスト，そして，未来予測で

ある更生タイヤについて説明する． 

2.1.1 新興国の労働集約型セル生産方式 

新興国へ製造拠点が移管する理由を第１．２．１項で述べたが，整理すると下記

の通りである． 

• 安価な労務費の新興国に製造拠点を移管することで労務費負担を減らす 

• 人数が必要な労働集約型生産方式拠点を新興国へ移管することでさらに労

務費効果大 

• 技術移転が容易になった 

これらの背景によって製造業の生産拠点を新興国に移管してきて，初期は単純作

業を移管していたが，徐々に複雑な作業を移管するようになってきた． 

そこで，本研究では，作業者の負担が大きく，技能が必要であるセル生産方式

を対象とするが，次にそのセル生産方式について説明する． 
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セル生産方式とは，初めの工程から最終工程までを少人数で１台ずつ停滞させ

ずに加工・組み立てを実施する多工程を兼任して自己完結型のモノづくりであり，

従来のコンベアベルトを用いたライン生産方式に代わる生産方式で，多品種少量

生産に効率よく対応でき，大幅な生産性向上や設備投資の削減やリードタイムの

短縮やスペースの効率化などの効果が得られる[6]． 

セル生産方式を表したものが図 2-1である．まず，材料が各セルに入ってきて，

それぞれのセルの中には作業者が存在し，その作業者が各セルの中でいくつかの

工程で作業をして完了させる方式である．各セルの中の完成品は同じ製品である

場合もあれば違う場合もある．作業の工程も同じ場合もあれば違う場合もある． 

 

図 2-1セル生産方式 

材料

完成品 完成品 完成品
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2.1.2 製品間接コスト 

製品間接コストの大枠について，第１．２．２項で述べたが，本節では詳細に

ついて述べる． 

製品間接コストは，特定の製品にのみ掛かるコストではなく，共通費として

様々な製品に掛かるコストである．その棲み分けをしたものが図 2-2である．製

造原価には，製品直接コストと製品間接コストがあり，製品直接コストには，材

料費，労務費，そして減価償却や消耗品費といった経費がある．これらは，全て

特定の製品に対してのみに掛かってくるものである．一方，製品間接コストにも

製品直接コスト同様に材料費，労務費，経費があり，これらはどの製品に対して

掛かってくるのか分からず，何らかの按分をして製品にコストとして掛ける必要

がある． 

 

図 2-2製品直接コストと製品間接コスト 

製品直接コストと製品間接コストが製品にどのように掛かってくるかを表し

たものが図 2-3である．前述の通り，材料費，労務費，経費とそれぞれに製品直

接コストと製品間接コストがあるが，製品直接コストの直接材料費，直接労務費，

直接経費は特定の製品 A に掛かってくる．そして，製品間接コストは，製品 B，

製品 C，製品 Dのどれに掛かっているか特定できないために，一旦，共通費とし

てまとめて，工数等を考慮した何らかの計算式で各製品に配賦する．その配賦の

定義は企業によっても違うこともあれば，企業内の部門によって違うこともある． 
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図 2-3製品直接コストと製品間接コストの製品への掛かり方 

2.1.3 乗用車用更生タイヤ 

第１．２．３項で未来予測を実施する際のフィージビリティスタディとその対

象である CO2削減の例として乗用車用更生タイヤについて触れたが，本節では対

象となる更生タイヤの詳細について述べる． 

タイヤのサーキュラーエコノミーを図 2-4に示す．この図では，左上の調達が

材料を購入するとこからスタートし，工場で生産し，そして，販売網で流通し，

顧客にタイヤが渡る．その後タイヤの使用が開始され，車両に装着されて走行す

る．寿命が来るとタイヤは車体から外されて回収される．回収されたタイヤはリ

サイクルされることが多いが，リサイクルの方法としては，廃タイヤを燃料とし

て熱利用（熱回収）されるのが主である．一方で，廃タイヤから一部はタイヤの

原材料として再利用されることもある．そして，本研究の対象である更生タイヤ

については，回収された廃タイヤの路面と接する部分のみを交換することになる．

回収されたタイヤが更生タイヤとして使用できるかを判断し，可能な場合は更生

タイヤ工場に持ち込んで，更生タイヤにする．この更生タイヤになるタイヤのベ
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ースとなるタイヤを台タイヤと呼び，出来上がった更生タイヤはリトレッドタイ

ヤと呼ぶ．この台タイヤは寿命を迎えたタイヤの一部を再利用するために，台タ

イヤを製造する工程を省くことができ，且つ材料も再利用できる．これが CO2削

減の大きな効果となる． 
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図 2-4タイヤのサーキュラーエコノミー 
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2.2 先行研究調査 

本章では，先行研究調査を行う．先行研究調査に当たっては，はじめに本研究の

多視点で見える化の元になる，システム思考と見える化について文献レビューを行

い，多視点で見える化するために必要な方向性を明確にする．次に，検証する３つ

の領域である，ありたい姿とのギャップの新興国の労働集約型セル生産方式，現状

からの改善の製品間接コスト，そして未来予測の乗用車用更生タイヤについての文

献レビューし，その考察を行う．その後，検証課題の提示をする（図 2-5） 

 

図 2-5先行研究調査流れ 

2.2.1 システム思考 

システム思考とは，企業や自治体の経営課題や環境問題といった複雑な社会シス

テム課題のためにシステムと情報と制御の概念を組み合わせてものごとを捉える

アプローチ[7]や，独立した事象に目を奪われずに，各要素間の相互依存性，相互関

連性に着目し，全体像とその動きを捉える思考方法[8]である． 
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システム思考とは，細部も理解しながら大きく俯瞰することで，問題を解決して

いくことである． 

2.2.2 見える化 

見える化とは，トヨタが改善を「目で見える管理」として始まった[9]．また，企

業などの組織における財務，業務，戦略などの活動実態を具体化し，客観的に捉え

られるようにすることでもある[10]．そして，いつでも，どこでも，誰でも，一目

でわかること．関係するステークホルダーに対し，視覚を通じて絶えず意識付けが

行われるもの[11]や，正常な業務の中，異常を顕在化させる仕組みの構築[12]，そ

して，製造現場などの組織の見えないものを見えるようにして創造性や生産効率を

引き上げる手法[13]など，情報を共有化する一次的な目的やそこから次へつなげて

いく二次的な目的などの定義がある． 

次に本研究で扱う企業の課題に対し，ビジネスの見える化についての文献レビュ

ーを行う． 

企業の課題解決のために，ビジネスプロセスの見える化をすることにより，プロ

セスを整理すると課題が明確になることが多い[14][15][16][17]．ビジネスプロセ

スの見える化として，2つの手法がある．１つはプロジェクトマネジメントやナレ

ッジマネジメント等で使用するフローチャート型，もう１つはシステム定量化，最

適化手法で使われるマトリックス型である[18]． 

フローチャート型の代表例として IDEF（ Integrated Computer Aided 

Manufacturing Definition）は，0から 14までの 15種類の手法があり，複雑な状

態を分析や設計，開発を行う必要のあるバラバラなシステムを運用可能な一つのも

のにするために，可視化したものである[19][20][21]．IDEF0 の活用事例として，

時間制約や人的資源・物的資源の制約を多く受ける価値創出活動において，計画に
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は不確定な要素が多いため，進行に伴って想定と異なる要素が特定される必要があ

り，IDEF0がこのシナリオを検討することを可能にしている[22]．また，リスク管

理を実行するプロセスの意思決定のためのプロセス改善に IDEF0が有効であると

されている[23]．Data Flow Diagram以下 DFDは，システム設計段階の初期に描

かれることが多く[24][25][26]，抽象的なソフトウェア仕様記述を段階的に詳細化

することが可能と説明している[27]．インフルエンスダイアグラムは，SWOT分析

から抽出した課題を整理するために使用することで，重要なドライバの特定と問題

構造の可視化に利用できる[22][28]．フローダイアグラムは，新規事業において複

数の企業間でビジネスプロセスを可視化することに有効であり[17]，建築現場[29]，

モノづくりの工程を個々の機能とそれに関係する入出力を組み合わせて可視化す

ることで改善につながると述べている[30][31]． 

一方，マトリックス型の代表例として，後戻りや反復作業も含めて，複雑なシス

テムの構造をコンパクトにプロセスの順序を表すことのできる DSM（Design 

Structure Matrix）[32][23][33]，異なる領域の要素間の関係を記述する DMM

（Domain Mapping Matrix）[34][35][36]，システムでの複合領域の要素間の関係

を対象にして構造を分析するMDM（Multiple Domain Matrix）[37]がある．MDM

は DMMと DSMから構成され，複合して同時に表される．DSMは海外工場での

組織間の相互以前の関係を情報の流れから分析するのに有効であることが述べら

れている[38]．DMMは製品設計の構造要素から工程への展開製品設計に用いるこ

とができる[39]．これら複数のシステムから構成されるシステムに関する研究の分

析にこのMDMが用いられている[40]．また，複雑な建築プロセスの設計作業の管

理にも有効であると述べている[41]． 
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日本では，見える化を実施することで，マネージャー層は全体業務が把握でき，

問題が発見された場合はそれをその見える化ツールから指摘し，各担当は，各業務

を遂行するのみならず前後の担当とともに補完して，一方，新興国では，各担当は

前後の業務範囲を超えたところに関しては，相互補完することはない[42]．  

また，本研究の多視点の見える化についての先行研究として，プロセス図におけ

る原因−問題関係図がモデルから派生して見える化されたビジネスプロセス図（図 

2-6）がある[43]．また，価値連鎖を図示する手法として QCD（Quality， Cost， 

Delivery）に強く関係するアクティビティが紐づけられて作られた価値連鎖図（図 

2-7）がある[18]．このビジネスプロセス図と価値連鎖図を合わせたフローチャート

型の一つに，問題構造図からリンクされる，多視点モデリングを用いたプロセス図

である業務プロセス価値連鎖図[43]がある（2．5 節，図 2-10 で述べる）．このプ

ロセス図は三層に別れており，上の層に価値を表現し，中間の層に業務フロー（プ

ロセス）を，そして下の層に中間層から出てきた情報の出入力を表している[5]． 

見える化は誰でも一目でわかり，且つそこから問題を顕在化させていくことで，

ビジネスの見える化はプロセスを見えるようにすることである． 

 

図 2-6ビジネスプロセス図 
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図 2-7価値連鎖図 

2.2.3 新興国の労働集約型セル生産方式 

新興国の労働集約型の先行文献レビューは，マネジメント，教育訓練，モチベー

ションについて行う．またセル生産方式に関しても同様に行う． 

日本企業が海外工場を作る際には，日本の生産の仕組を移転して海外工場で製品

を製造していることが多い[44][45]が，実際には，日本の仕組みを新興国の工場に

生産移転をしても，思ったように生産量が増えないという課題がある[46][47][32]． 

新興国子会社の組織社会化を通じた海外子会社マネジメントは本国親会社の知

識移転のみならず，現地向けの知識創発が重要である[49]．そして，新興国で地産

地消商品を供給を成功させるには，有能かつ忠誠的現地ミドルマネージャー層の育

成が重要で，彼らによって現地に秘められた潜在優位性を引き出す制度設計を同時

に行うことで競争優位になる[50]．さらに，日本の生産マネジメントを徹底させる

には，現地をよく知った日本人派遣者を配置して現地の組織に対して方向性を示し

て，教育していくことが必要である[51]．新興国ではキャリアアップを配慮した教
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育制度の整備や細かくメリハリをつけた評価制度などを浸透させることで高い離

職率に効果がある[52]． 

セル生産方式に関しては，セル生産方式は中小規模で注文に応じた流動的な生産

体制を取ることが多く[53]，緻密な技能書や標準書よりも OJT の方が効果がある

[54]．また，セル生産方式で訓練の成果を上げるには判断力と経験と熟知に依存し

[55]，セル生産方式を最大限活用するには，作業者間のコミュニケーションが最も

重要である[56]と言われている．さらに，セル生産現場では導入と運営に影響を与

える最も重要な要因は従業員の意欲である[57]と従業員のモチベーションに関し

ても言及されている．セル生産方式の仕組みやセル内の生産性に直接絡む先行研究

として，セル生産では作業者のスキルと配置が生産性に影響を与え[58]，オーダー

状況に合わせたスケジューリングを行うことで生産性が上がる[59]とも言われて

いる． 

新興国の労働集約型セル生産方式に関して，新興国の子会社では，現地人材を教

育して，且つ評価制度をしっかりしていくことが成功につながる．そして，セル生

産方式に関しては，中小規模で流動的な生産体制を取っており，作業員はスキルが

必要で作業員間のコミュニケーションと意欲が重要である．また，セルの中のタク

トタイムやスケジューリング改善で生産性は上がる． 

2.2.4 製品間接コスト 

製品間接コストに関する文献レビューは，活動原価基準（Activity Based 

Costing；以下， ABC）と，組織間コストマネジメント（Inter-Organizational cost 

management；以下，IOCM），現場での改善，そしてコストをプロジェクトで改善

していくプロジェクトマネジメントについて実施する． 
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ABCは，1980年代に Kaplanと Cooperによって広められた原価計算手法があ

り，組織の中で資源を消費してアウトプットに変換する行為や業務と定義され，活

動としては，購買の価格交渉，発注，検収，営業部門の顧客訪問，見積り，納品な

どである[60]．管理会計では，マネジメント・コントロールの設計，計画策定とし

て，業績評価システムの設計や予算編成を行うことで，原価企画に貢献しているが，

相互依存関係の多様性・複雑性がもたらすジレンマやコンフリクトのマネジメント

に関しては管理会計では十分ではない[61]． ABCの実態について考察し，間接業

務の活動原価測定支援システムを構築することで間接費用のより正確な原価への

反映ができる[62]．また，ABCを適用する際には，共通費用の統合について議論が

必要である[63]．そして，ABCを実施しない日本企業の分析をし，その理由を正確

な製品原価を計算する観点から ABCは管理目的のみならず，財務会計側面からも

尊重されるべきであるが，その際に，原価計算制度である原価計算基準との関連で，

原価の費用項目計算及び部門別計算とコストセンターあるいは活動との関係をど

のように理解するかがポイントである[64]．一方で，正確な製品原価を計算すると

いう観点から ABCは原価計算基準との関連で原価の費用別計算及び部門別計算と

コストセンターあるいは活動との関係を理解して整理する必要がある[64]とも言

われている．また，取り扱う製品数が多いと ABC分析を使用することに課題があ

る[65]や，ABCだけで管理会計を改革することではなく，顧客や生産プロセス，品

質などの実体情報の視点を取り入れることが重要[66]で，管理会計では，マネジメ

ント・コントロールの設計，計画策定として，業績評価システムの設計や予算編成

を行うことで，原価企画に貢献しているが，相互依存関係の多様性・複雑性がもた

らすジレンマやコンフリクトのマネジメントに関しては管理会計では十分ではな

い[61]といった批判的な意見もある． 
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次に，組織間管理会計研究では，多様な組織のマネジメントを組織間管理会計の

研究領域に原価管理や利益管理の手段として組織コストマネジメント（IOCM，

inter-organizational cost management）[67][68][69]がある．この組織コストマネ

ジメントはサプライチェーンで関わる企業間同士がお互いにコスト改善を実施す

るために行われてきたものである[70]． 

現場でのコスト改善は Toyota Production System（以下 TPS）の先行研究があ

り，ジャスト・イン・タイムと 7つのムダの排除が補完的に作用することで，TPS

では資金の削減・LT 期間を短縮し原価低減が実現される[71]とされ，TPSを導入

する際に，原価計算ベースの会計リンクアプローチが必要であると述べられている

[72]． 

次に，プロジェクトマネジメントでは QCD(品質，コスト，完成納期)の目標をシ

ステムモデルで設定した[73]コスト改善について先行研究がある[74][75][76][77]．

プログラムマネジメントにおけるプロジェクトには，研究開発，IT，地域活性化，

政府開発援助（ODA）がある．プログラムマネジメントにおけるプロジェクトの先

行研究は，研究開発や商品開発に適用した例が多くされており[78][79][80][81]，不

確実性の高い新商品開発を実現するための手段としてプログラムマネジメントを

適用している．次に，IT に関しては，プロジェクトマネージャーが戦略を理解し

て，システムを構築する研究がされている[82][83]．そして，産学連携や地域活性

化に適用して，マネジメントを適切に行って成果を取っていく研究もされている

[84][85]． 

組織間の協力体制に関しては，プロジェクトマネジメントで先行研究があり

[78][86][87][88][89]，これらの研究は，不確実性の高い組織間や組織内の関係があ

る場合，価値観の異なる組織間の場合，複雑に入り組んだ組織で企画から製品開発
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までを一貫して行う場合に，プロジェクトマネジメントを適用することで効果があ

るとしている． 

製品間接コストに関しては，製品間接コストの管理改善に適用される ABCはシ

ステムによる製品への配賦をしており，取り扱う製品が多く，生産プロセスや顧客

の実体を織り込めなく，現場による製品間接コスト改善は，ABC はあくまでも計

算システムなので現場を管理することは難しい． 

2.2.5 更生タイヤ 

更生タイヤの先行文献レビューは，環境関連，更生タイヤ，そして新規事業検討

のためのフィージビリティスタディに関連しシステムのモデリングとシミュレー

ションについて行う． 

自動車産業は CO2 削減に向けた対策のために，クリーンエネルギー自動車

(Clean energy vehicle: CEV)を投入し，技術開発や普及対策が進められている[90]．

一方，タイヤ産業の CO2低減対策は製品が直接的に CO2を排出しないために，原

材料調達，生産，流通，使用，廃棄・リサイクルの 5つの段階で間接的に CO2削

減対応をしている． 

一方で，タイヤ産業の CO2低減対策は製品が直接的に CO2を排出しないために，

原材料調達，生産，流通，使用，廃棄・リサイクルの 5つの段階で間接的に CO2低

減対応をしており，タイヤを車体に装着している使用段階が最も CO2 排出量が多

く，その割合は乗用車用タイヤもトラック・バス用タイヤでも CO2 排出量の約９

割を占める[91]．タイヤが車体に装着されている使用段階での CO2 削減をするた

めに，タイヤメーカーは燃費に効果のある転がり抵抗を減らす商品開発をしている

が[92][93]，どれだけ転がり抵抗の改善をしても CO2削減効果という意味では不十

分であり，タイヤメーカーとして CO2 削減に向けては他の何らかの対応をしなけ
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ればならないという課題がある．その課題に対して，車体装着時の使用段階の CO2

排出量が大部分であるが，自動車が排出する CO2分と同量がタイヤ装着時の CO2

排出量として計上されているため，タイヤのみで CO2削減ができる残りの 10%部

分の CO2削減がポイントとなる．タイヤのみで CO2削減ができる 10%の部分に関

しては原材料調達と生産でほぼ 9割を占める． 

更生タイヤというタイヤがトラック・バス用タイヤと航空機用タイヤ等に存在し，

タイヤが路面と接する部分だけを交換するために CO2 削減に原材料調達，生産，

物流，及び廃棄・リサイクル段階全てに効果がある[94]． 

まず，環境商品に関しては，様々な研究がなされている．それらの多くは，CO2

排出量やコストの分析や技術革新に留まっており[95][96][97]，環境税などの政策

を含んでいない．一方，炭素税に関する研究として，Nonaka ら[90]は CEV の総

走行距離の違いや将来技術を考慮した炭素税率や課税額の税設計フレームワーク

を構築し，蓄電池のコストと炭素税の課税を比較し CEVの導入の可能性を評価し

ている，また，Chua[98]らは，シンガポールにおける電気自動車の普及率に対し，

税金と炭素税の最適解を求め，Nonaka[99]らは，利用段階のみならず，製造段階

での CO2 排出量を考慮した炭素税を提案することにより，走行距離によって消費

者にとって最適な CEVについての研究などがある．次に，環境に関した経済性に

関する研究として，将来の自動車 CO2 排出量推定モデルを作成する際に，次世代

車技術要素としてバッテリーと燃料電池に対して規模の経済を考慮した研究[100]，

ポーランドの燃焼電池自動車，圧縮天然ガス自動車，ハイブリッド電気自動車，デ

ィーゼルハイブリッド電気自動車，液化石油ガス自動車を対象として，技術の向上，

エネルギー保証，石油価格，政府の補助金を考慮した 4つのシナリオで検討し，イ

ンフラ整備と購入価格の低下が燃料電池自動車の普及につながるという研究[101]，
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燃料電池車の投資を改善することで，ガソリン車やプラグインハイブリッド車を上

回り，高い再生可能エネルギー発電ポートフォリオの下で持続可能な経済的選択肢

を提供できるという研究[102]などがある．環境商品の初期投資に関する研究とし

て，将来の太陽光エネルギーの導入量のケーススタディの研究に初期投資を織り込

んで初期投資のコスト低減が太陽光エネルギー普及に影響するという研究[103]，

初期投資とその投資回収年数に関する研究として，集合住宅に燃料電池コージェネ

レーションシステム普及させるシナリオの研究がある[104]． 

更生タイヤの先行研究として，更生タイヤはトラック・バス用タイヤと航空機用

タイヤ等に存在し，タイヤが路面と接する部分だけを交換するため CO2 削減に原

材料調達，生産，物流，及び廃棄・リサイクル段階全てに効果があり[94]，また，

価格も新品タイヤと比較して２割から３割安価である[105]．一方，世界では乗用

車用更生タイヤは供給されていない事実がある．理由としては，乗用車用タイヤは

4 輪のため 1 本がパンクすると危険であるという安全性の問題[106]，自動車の軽

量化を進めるなかでタイヤの軽量化も進み，更生タイヤの製造が難しくなったこと，

大量生産によりタイヤの価格が下がったことの影響で，更生タイヤがコストとして

見合わなくなり使われなくなってきたこと，乗用車用タイヤのサイズ数がトラッ

ク・バス用タイヤの約 3倍あり，更生タイヤ生産の設備投資が多額になること[107]

があげられる．しかし，昨今，更生タイヤの安全性の問題は，タイヤメーカー各社

がパンクしても数十キロ走行可能なタイヤが開発された[108][109]ために解決さ

れ，軽量化による製造の難易度に対してはタイヤメーカーが 2030年までに軽量化

に対応する更生タイヤの設計と製造技術革新を進めているために[110]解消する可

能性があるがタイヤメーカーで事業になるようなコスト低下になるかは不明であ

る．一方，トラック・バス用更生タイヤの普及は，日本国内では約 2割に対して，
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欧州では約 5 割である[111]．これは欧州でこのような環境商品に対し，循環型経

済（CE）政策を新しい産業戦略として捉え，EU は市場競争の確信を変えようと

し，本業と一体化した形でサステナビリティに積極的に取り組むことが求められて

[112]，タイヤに対しても，レギュレーションとして 1999年に乗用車用，及び商用

車用のタイヤの再製造が義務付けられたこと[113]，CO2 排出量に応じた炭素税を

導入して CO2 削減に対して規制を作っていることが高いトラック・バス用更生タ

イヤの普及になっている．更生タイヤに関しての研究は，既存のトラック・バス用

リトレッドそのものの研究のみならず，リトレッドの交換タイミングや乗用車用リ

トレッドタイヤの可能性についての研究もされている．既存のトラック・バス用の

タイヤをどのタイミングでリトレッドするかについて，ベイジリアンネットワーク

に基づくツールを用いて意思決定する研究[114]，そして，Wangらは，リトレッド

タイヤの再利用方法について，どのようにするのが最適化についての研究として，

二次リトレッドタイヤがエネルギー回収効率，CO2削減率，そして経済性が最も優

れていると述べている[115][110] ．乗用車用リトレッドタイヤの可能性については，

Lebreton & Tumaがドイツにおける乗用車用リトレッドタイヤ導入の可能性につ

いて顧客の需要の可能性を調査し，顧客がリトレッドを購入したくないために，経

済的にも魅力がなくなっていると述べている[116]．そして，企業にとって乗用車

用リトレッドタイヤが導入するメリットがあるか否かについて損益分岐点を出し

て結局メリットがないとしている[117]． 

システムのモデリングは，システム開発・管理する際に使用されて開発を進める

ためのモデルをレファレンス型モデルと言い，大規模で複雑なシステムを開発する

際にその動きを事前に分析する分析型モデルと言われる２つのモデルに分けられ，

システムのシミュレーションは，システムのふるまいを調べることであり，シムテ
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ムの問題点を把握して，シミュレーションの目的とシステムの評価方法を明確にし

て，要素の振る舞いのデータを集め，シミュレーションをする[18]．そして，シミ

ュレーションの要素・要因を決定するにあたり，現場の実務者から情報を取得し

[118][119]，モデル化は現場からの詳細な情報を取得して，経営課題の対象となる

知識労働をモデル化するために，現場からの情報をまとめていくこともある[120]．

そして，シミュレーションを使うフィージビリティスタディは，提案されたプロジ

ェクトが実施された場合に成功するかどうか，またどのように成功する可能性があ

るかを目的とし，戦略立案とプロジェクトマネジメントの橋渡しをする重要な 戦

略的計画，プロジェクトマネジメント，技術的分野の間の重要な橋渡し役である

[121] ． 

更生タイヤ関連は，CEV 導入，普及に関して，環境税導入による影響について

検討されているが，環境税，生産コスト，初期投資といった実態にあった詳細デー

タを使用しての先行研究は少ない．新規事業に対しては，フィージビリティスタデ

ィを実施するが，シミュレーションの際の要素・要因決定にあたっては，過去のデ

ータや予測データを取って対応するが，要素・要因を取得する際に現場から詳細な

データを取得することもある． 

2.3 検証課題提示 

本節では，前節の考察から本研究の検証課題を提示する． 

まず，新興国の労働集約型セル生産方式について先行研究概要を図 2-8に示す．

新興国子会社に対しての先行研究は，モチベーションやスキルに対して，労働管理

やマネジメント，そして教育・訓練についての先行研究が多い．そして，セル生産

方式に関しては，セルの中でのタクトタイム改善やスケジューリング改善，そして

配置改善などに特化したものが多い．新興国子会社に対しては，モチベーション，



 

30 

 

マネジメント，教育・訓練と個別の対応をし，そして，セル生産方式に関しては，

セルの中の改善をする．これらをすることで生産性を上げるという先行研究になっ

ている．ここから，本研究の新興国の労働集約型セル生産方式の検討課題は，「新

興国の労働集約型セル生産方式の生産達成率を上げるには，マネジメントや生産方

式の対応だけで解決するであろうか」とし，この課題について検証を行う． 

 

図 2-8新興国の労働集約型セル生産方式先行研究区分 

次に，製品間接コストについての先行研究は，ABCについての先行研究が多く，

また，現場のコスト改善については TPS での改善活動が製品間接コストに繋がっ

ている研究が多い．しかしながら，ABC には課題も多く，そして現場の改善は製

品間接コストに直接繋がらなく，そして ABCはあくまでも情報システムで管理し

ているたけであって，現場の実体と即してないことが多い．そこで，本研究の製品

間接コストの検討課題は，「取り扱う製品が多い企業が，製品間接コストを ABCで

管理改善することが現場に不満なくコスト改善が進むのか」とし，この課題につい

て検証する． 

最後に，更生タイヤの先行研究は，環境税に関して，直接 CO2 を排出する自動

車に関しては多く特に CEVの研究が多い．そして，環境関連で生産コストや初期

投資を考慮した先行研究はあるが，生産コストは現実的な数値で考慮されているも

のは少なく，また，初期投資を含んだものは存在するが，エネルギー発電など直接

CO2を排出する製品についてのものが多い．そして，それら全てを考慮したものは

少ない．次に，システムのモデリングとシミュレーションに関し，先行研究概要を
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図 2-9に示す．モデリングからシミュレーションはマニュアルがあり，そして，そ

の検証結果についての先行研究が主である．しかしながら，そのモデリングとシミ

ュレーションを行う前提の要素・要因を決定する際の収集については，あまり先行

研究はなく，実務者からデータを取得し，それをまとめていくものが存在するが少

量である．そこで，本研究の更生タイヤの検証課題は，「新規事業検討のフィージ

ビリティスタディをする際に，要素・要因決定は過去のデータや現場からの詳細デ

ータで検討することで抜け漏れなくモデリングとシミュレーションが行えるのか」

とし，この課題について検証する． 

 

図 2-9システムのモデリングとシミュレーション先行研究区分 

2.4 業務プロセス価値連鎖図概念 

既に，第 2．2節の多視点の見える化の中で，業務プロセス価値連鎖図について

触れたが，本節では概念について述べる． 

業務プロセス価値連鎖図は，Why，How，What，When の関係を同時に見る，

多視点で見える化したフロー図（図 2-10）である[5]．この図は，品質（Quality: 

Q），コスト（Cost: C），納期（Delivery: D）をWhyのところにおいて，価値を示

している．そして，その下の段に，Howとして，プロセスを配置し，担当部署別に

業務ステップを置く，そして，一番下にWhatとしてそこから出てくる情報等の対

象を置いて，各ステップから出てくる対象と入っていく対象を明示する．そして，

時の流れは，左から右に When として流れていく．この業務プロセス価値連鎖図

の元である図はトヨタではトータルリンクシステムチャートと呼ばれており，それ
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を改良し，複数の部署が同じものを見て共有して，議論し，そして課題を見つける

ものである． 

 

図 2-10業務プロセス価値連鎖図  

中野(2017)をもとに筆者作成 
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第3章 タイヤ生産プロセスの見える化 

本章では，ありたい姿とのギャップの検証課題である，新興国の労働集約型セル

生産方式の工場生産達成率が改善されるのかを検証するために，労働集約型セル生

産方式の代表例として新興国のタイヤ生産工場を題材に生産達成率変化について

検証する． 

3.1 背景と対象 

3.1.1 背景 

既に，第 1．2．1項で新興国の労働集約型の工場の背景は述べた通りだが，新興

国の安価な労働力と技術移転が容易になったことにより，労働集約型産業の生産現

場は新興国に移転した．そして，移転初期は，単純作業の製法の生産拠点に限定さ

れていたが，徐々に複雑な作業や製作に難しい製品も移管された．はじめは日本か

ら大人数で現地に向かい，教育・訓練，そして組織を作った．日本から生産拠点を

移管するだけでは，当初の期待通り日本同等の生産を達成できないことが多く，ま

た，新興国に設備を導入する際には，安価な労働力をフル活用する，すなわち自動

化要素のない設備を入れるために，人の作業負荷が大きい．こういった理由で，製

造プロセスに人が絡むことが多いのが現状である． 

3.1.2 タイヤの生産工程 

タイヤ生産プロセスは材料となる天然ゴムや合成ゴムが工場に入ってきて，その

ゴムを加工して鉄などとアッセンブルしていく．その後，タイヤが消費者に届いた

のち，タイヤは車に装着される．装着されて寿命となったタイヤは使用されなくな

ると廃棄されるものと燃料になるもの，そしてリサイクルされるものに分かれる

（図 3-1）． 
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まず，原材料調達では，材料となる天然ゴムはゴム農園でゴムの木を育成し，そ

の育成したゴムの木から採ることのできるゴムの樹脂を集めて，それを混ぜて固め

ることでタイヤの元となる天然ゴムとなる．そして合成ゴムは化石燃料からできる

ため，石油製品工場で製造される．それ以外にもタイヤの中に混ざっているカーボ

ンやオイルやスチールなどが原材料として調達される．次に生産については，原材

料調達から入ってきた材料をタイヤ工場に輸送してタイヤを製造する． 

タイヤ生産を行うタイヤ工場の生産プロセスは，ゴム練り工程からはじまり，最

後に検査工程で終わる（図 3-2）．ゴム練り工程では，天然ゴムや合成ゴムをバン

バリーという機械にカーボンや薬品，オイルと一緒に入れて混ぜる．その混ぜたも

のをシート形状にする．その練りゴム工程では，カーボンや薬品，オイルと混ぜる

ために 1 回だけ練る部材種もあれば，何度か練って更に他の薬品やオイルを混ぜ

る部材種もある．次にそのゴム練り工程でできたシート形状になったゴムを押出工

程，コード・カレンダー工程，ビード工程に運搬し，それぞれをその工程で使用す

る．まず，押出工程では，タイヤが道路と接するトップトレッドという部材とタイ

ヤの横の表面部分のサイドトレッドという部材を作る．ゴム練り工程からきたシー

ト形状のゴムに熱を加えて柔らかくし，必要な形にするために押し出す．押し出し

てできた部材は熱を持っているため，冷却した後に台車に乗せる．コード・カレン

ダー工程では，コードをすだれ状に撚ってできた平らなになった表面にゴムを圧着

する．延ばして圧着するためにこの工程は圧延工程とも呼ばれている．ここででき

たコードの表面にゴムを圧着した部材を裁断工程でタイヤの幅と長さに合わせて

カットする．裁断工程では，タイヤの内側で空気を抜けないようにする部材である

インナーライナーも製造する．インナーライナーはゴム練り工程から来たシート状

の部材に熱を入れて柔らかくして，平らにし，タイヤの形に合わせた幅にして台車
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で巻き取る．ビード工程では，ワイヤーを何本かまとめて編み込み，そこの周りに

熱で柔らかくして押し出されたゴムで包みこむ．それをタイヤのリムの形状になる

ようリング状にする．押出工程，裁断工程，ビード工程から出てきた部材を成形工

程でアッセンブルする．この成形工程では，ドラムに各部材を巻き付けて，タイヤ

の形である円形にする．そのタイヤを生タイヤ（グリーンタイヤ）と呼び，その生

タイヤを加硫工程に運搬して熱と圧力を加えて加硫する．この加硫工程が終わると

普段見るタイヤになっている．最後に検査工程で外観検査等を実施して出荷する． 

このようにタイヤ生産工程では前工程を作ったものを後工程が使用するために，

前工程で作った部材の精度と品質が次の工程のアウトプットに密に関係している．

前工程の部材が悪いと，最終的な製品となるタイヤの品質も悪くなる．日々外気温

や湿度が変わっていくために，部材の状況も日々変わっているため，前工程の品質

状況を後工程が理解しながら各工程で部材を仕上げていく必要がある．したがって，

タイヤ生産は各工程間のつながりの良し悪しが生産達成率を左右する．この各工程

で行われているタイヤ生産プロセスを見える化することは生産達成率と直結した

様々な課題が見えてくる． 

次に，タイヤ工場から出来上がったタイヤを出荷するのだが，タイヤ販売店へ工

場から倉庫を経由して届けることになる．タイヤを販売する場所としては，自動車

関連の商品を置いているいわゆるカー用品店やタイヤ専門ショップや自動車整備

工場や自動車販売をしているディーラーなどがある．そして，新車を作っている完

成品メーカー（Original Equipment Manufacturer: OEM）へもタイヤは輸送され

る． 

こうして市場に流通し，購入され，車に装着されたタイヤが使用段階で走行可能

な距離まで消費者によって使用される． 
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その後，寿命が来たタイヤはタイヤ交換されて，古いタイヤは廃棄されるか，も

しくはリサイクルされる．この段階では，廃タイヤを熱回収してボイラーや電力に

することや，トラック・バス用のタイヤなら表面の道路と面しているゴムのみを剥

いで，表面のゴムのみをタイヤに貼る付ける更生タイヤなどとして活用される． 
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図 3-1 タイヤ生産プロセス 
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図 3-2 タイヤ生産工程の流れ
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3.2 検討課題・目的 

本章では新興国の労働集約型セル生産方式の生産達成率改善について検証する

が，既に第 2．3節で述べた通り，検討課題は下記の通りである． 

• 新興国の労働集約型セル生産方式の生産達成率を上げるには，マネジメントや

生産方式の対応だけで解決するであろうか 

本章ではこの検討課題に対し検証していくが，それまでの新興国の労働集約型セ

ル生産方式に対しての対応を整理する． 

新興国の子会社に対し，現地に合わせた組織づくりや教育訓練を実施し，現地化

するために日本人派遣者を減らして現地のマネージャーを育成した．そして，日本

人派遣者の配置は各子会社の状況に合わせて実施し，評価制度も現地に合わせたも

のにして，従業員のモチベーションが上がるような制度にした． 

また，セル生産方式に関しては，工場内の作業員の配置を日本とは変更したり，

スケジュールや原単位も現地に合わせたものにしたり，生産達成率を上げるために

現地が支援が必要な問題に対し，その分野のスペシャリストを日本から支援に行っ

て対応をするが，その支援時は一時的に生産達成率が上がるが，支援を終えるとま

た元の通りに戻ってしまうという課題があった． 

本章では，新興国の労働集約型セル生産方式において，生産方式のみならず，生

産プロセスに関わるマネジメントや作業員のスキル等の全ての流れを俯瞰して生

産達成率を目標通りにすることを目的とする． 

3.3 データ取得方法 

タイヤ業界を代表し，多くの国に生産拠点を持ち且つ生産方式が複雑である日系

タイヤメーカーのα社のインドネシア A工場，インド B工場，タイ C工場におい

て，まず，α社がグローバルで展開している標準業務フローであるフローダイアグ

ラムを使用して，一つずつのステップを現地のスタッフとともにたどった．調査を

するにあたり，タイにある技術センターのメンバーとともに実施した．各工場と技

術センターの位置関係は図 3-3の通り．そして，工場の組織図であるが，例として

インドネシア A 工場の組織図を図 3-4 で示す．工場は，各国にある現地法人の配

下にあり，その現地法人子会社には財務や人事や販売の部門もあり，その一つとし
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て生産部門の工場がある．インドネシア法人は生産部門の工場を 2 つ持っており，

A工場と並んで E工場がある．また，品質部門は A工場と E工場両方を統括して

いる．Technical Directorが A工場，E工場の両方を管理しており，その下に工場

長がいる．Technical Directorは日本人派遣者で，工場長以下が現地のインドネシ

ア人である．工場には，Technical Service，Engineering，Production Plan，

Productionと工場長の配下に入っている．今回，生産達成率改善プロジェクトを実

施するにあたり，タイの技術センターメンバーのカウンターパートナーとして，工

場側に Kaizen Team を作ってもらった．そこには，IE メンバー1 名，Technical 

Serviceメンバー1名，Engineeringメンバー1名，Productionメンバー1名が各自

の業務と兼任として入った．タイの技術センターの組織図が図 3-5である．技術セ

ンターメンバーは筆者の配下に，タイ人の Chief，その下にインドネシア人と台湾

人のスタッフがいる． 

はじめに，生産達成率が上がらないという課題に対して，その解決のために標準

業務フロー通りになっているかを確認した．α社がグローバルで展開している標準

のフローダイアグラムは第 1階層しかなく，第 2階層より下の階層は各工場が作成

している．まず，現地の工場の IE スタッフとともに標準の業務フローをたどった

が，各工場ともグローバルに展開している標準業務フローの一つのステップごとに

第２階層があり，その第２階層の下に第３階層があり，その第２階層，第 3階層の

業務ステップを一つずつ確認した． 

各工場でデータ取得から改善案適用までを実施した期間と時期は下記の通り．デ

ータ取得，データ解析，そしてプロジェクト会議を実施して課題解決を実施した（図 

3-6） 

⚫ インドネシア A工場：2017年 1月から 10月で実施 

⚫ インド B工場：2017年 8月から 11月で実施 

⚫ タイ C工場：2018年 1月から 7月で実施 
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図 3-3工場と技術センターの位置関係 

  



 

 

 

4
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図 3-4インドネシア法人組織図 
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図 3-5タイ技術センター組織図 

 

 

 

 

 
図 3-6各工場でのプロジェクト実施期間概要 

 



 

44 

 

3.4 業務プロセス価値連鎖図適用 

α社のインドネシアにある A工場，インドにある B工場，タイにある C工場で，

業務プロセスの見える化の 2 つの手法である，フローチャート型とマトリックス

型を適用して，新興国のタイヤ生産工場の生産プロセスの分析をし，生産達成率が

日本同等に上がらない課題の解決を行い，採用した手法の比較分析を実施する．そ

して，アンケートを実施し，採用したどの見える化手法が新興国のタイヤ生産工場

の課題解決への最も有効であるかを明確にし，方法論を述べる．まず，フローダイ

アグラムと業務プロセス価値連鎖図のフローチャート型，DSMのマトリックス型

を活用して，問題分析を実施．その後，課題解決策の実施，また，この 3つの見え

る化手法による分析比較する．次に，生産プロセスについて今回のα社の 3工場の

スタッフ 2 名ずつ，及び日本の 2 つの工場のスタッフ 2 名ずつに対し，生産プロ

セスの各ステップの理解と生産プロセスの全体の流れのアンケートを実施する．そ

して，各スタッフの回答結果から新興国と日本のタイヤ生産工場との比較を実施し

て，どの見える化の業務プロセスが新興国のタイヤ生産工場で有効であるかを確認

する（図 3-7）． 

α社にはフローチャート型のフローダイアグラムが生産プロセスの標準として

存在している（図 3-8）．2006年に日本で作成し，グローバルに展開してきたも

のである．それをグローバルで活用して，生産プロセス等日本の技術をそのまま

移転してきた．この標準フローダイアグラムを一つずつ，ステップ毎に現地スタ

ッフと確認し，現状の課題に対して解決可能か評価，手法の分析をした．それと

並行して，業務プロセス価値連鎖図（図 3-9）を作成し，同様に現地スタッフと

ともに一つずつステップを確認し，現状の課題に対して解決可能か評価，手法の

分析をした．そして，フローダイアグラムで実施されている生産プロセスの順番
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による問題を確認のために，マトリックス型の DSMで同様に課題解決可能か，

現状の業務の課題が解決するかを評価，分析した．それら手法での課題解決可否

と手法の分析を行った後，表 3-1の生産プロセスに関するアンケートを各工場の

スタッフに回答してもらい，今回の手法の分析との関連性を確認した． 

 

 

 

図 3-7タイヤ生産プロセス見える化研究方法概略図 

 

 

図 3-8生産プロセス業務フロー 

 

 

  調査・分析 比較分析 有効性確認 方法論開発

既存フローチャート型
での問題分析

マトリックス型(DSM)

での問題分析

業務プロセス価値連鎖
図での問題分析

3つの手法に

よる課題解
決を実施し、
その手法を分
析を比較

アンケートを実
施し有効性を
確認

新興国のタイヤ
製造ラインにおけ
る生産プロセス
改革のための方
法論作成

 

原単位作成

製造課
IE・工場長 計画

生産計画確定
生産計画(加

硫)I/P

生産計画(加硫)

確認・修正

原単位

生産計画

システムI/P
原単位確認・承

認

生産システ

ムデータ

生産

IE 計画 計画
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4
6
 

 

 

 

図 3-9タイヤ生産工程における業務プロセス価値連鎖図 
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表 3-1生産プロセスに関するアンケート 

 
 

3.5 分析結果 

新興国の工場で生産達成率が日本同様にならないという課題は2015年から2016

年のα社のアジア工場全体の生産達成率のデータからわかる（図 3-10）．α社の日

本工場の場合はほぼ 100%なのでその乖離は大きい． 

 

図 3-10アジア工場生産達成率 

 No. 質問内容

1-1 誰が人のステップを作っているか？
1-2 誰がマシンのステップを作っているか？
1-3 誰がマシンのプロセスを作っているか？

1-4
誰が原単位を作成のために上記ステッ
プを合体しているか？

1-5 誰が原単位を作っているか？

1-6 誰が原単位を確認しているか？

1-7
誰が生産システムにその原単位を入力
しているか？

1-8
誰がその原単位を販売の計画システム
に入れているか？

2-1
計画システムは販売と製造で2つ持って
いることを知っているか？

2-2
どうやって精練工程の計画を調整してい
るか知っているか？

2-3
もし、知っているならそれは誰がやって
いるか？

2-4
誰が生産システムを日々調整している
か？

2-5 販売と製造の加硫計画は同じか？

2-6
生産システムは精練から加硫までつな
がっているか？

業
務
ス
テ

ッ
プ

生
産
プ
ロ
セ
ス
全
体

生
産

達
成

率
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第 1階層に関しては，α社の A工場，B工場，C工場とも既存の標準フローの業

務ステップ通りに実施していることが確認できた．但し，今回調査した 3工場が作

成している第 2階層，第 3階層のフローダイアグラムは業務ステップを確認するた

びに，各業務ステップの担当を見つけるのに多くの時間を費やした．且つ，各工場

フローダイアグラムの業務ステップを実行している担当部署もばらついているこ

とも判明した（表 3-2）．そして，生産プロセスを俯瞰して全体の流れを把握してい

るスタッフがいないこともわかった．第 1階層から第 3階層までに存在する各々の

ステップを各業務ステップ担当者が自分の担当部分を遂行することだけが繰り返

されていた．そして，各業務ステップ担当は，次の業務ステップの実施内容や自身

が作成したデータの使用方法を知らないということも判明した．この分析結果から，

フローチャート型のフローダイアグラムでは新興国のタイヤ生産工場で生産量が

増えないコア問題の解決にまでは至らないため生産達成率が日本同様にならない

ことが分かった． 

α社の標準のフローダイアグラムの第 1 階層と今回調査した 3 工場が作成した

第 2階層と第 3階層までで実行されている業務ステップについて，生産量が増えな

いという課題に対して，順番が問題の要因になっているのかマトリックス型の

DSMで分析を実施した(表 3-3)．業務プロセスを DSMで分析するにあたり，フロ

ーダイアグラムの第 1 階層から第 3 階層までのすべての業務ステップを一つの層

に出して順番を確認したため，全体の業務の流れが見えるようになった．そして，

DSMによる各業務ステップの順番を分析した結果が表 3-3である．この結果から

すべてのチェックが左側の三角形の中に入っていることから，業務ステップの順番

には問題ないことが判明した．この DSMで調査した結果から，各業務ステップが

他のどの業務ステップと関わるのかは一覧でわかるが，各業務ステップで使用した

情報のつながりが見えない．前述の標準フローダイアグラム同様に，マトリックス

型の DSMでは今回の課題である新興国のタイヤ生産工場で生産量が増えないコア

問題の解決にまでは至らない． 

そして，タイヤ生産工程における業務プロセス価値連鎖図（図 3-9）を使用して

課題解決の分析を実施した．業務プロセス価値連鎖図の作成は，α社の既存の業務
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フローの各ステップを追ったものと，DSM で各ステップの順番を明確にしたこと

から，業務プロセス価値連鎖図を作成した．したがって，業務プロセス価値連鎖図

にあるステップは，α社がグローバルで展開している業務フローの第２階層，第 3

階層にあるステップも入っている．また，各ステップの順番は，第１階層はグロー

バル標準通りであるが，第２階層以下のステップは各工場とも違っていることがあ

ったために，日本の工場にある第２階層，第 3階層の順番を参考に作成した．この

業務プロセス価値連鎖図の作成に当たっては，α社の A 工場の IE スタッフ，

Technical Service スタッフ，Production スタッフにも協力をもらって，各ステッ

プの担当や情報の流れの確認などをした．A工場でこの業務プロセス価値連鎖図の

作成までに約 25 営業日を費やした．この作成した業務プロセス価値連鎖図は中間

のプロセス層で業務ステップがすべて一つの層になっているという点で DSMと同

様に全体の流れが見え，ステップの順序がわかる．この中間のプロセス層にはそれ

ぞれのステップを担当する部署が書かれており，その担当部署が実施するステップ

とそのステップを実施するにあたり必要なインプットが書かれている．そして，各

業務ステップで使用し作成されたデータの入出力が下の層でわかる．このデータの

入出力は，データベースと同様である．そして，工場原単位は工場の全ての作業の

ベースとなる標準であり，本社生産管理システムは本社で顧客が欲しいタイヤの情

報であるサイズと本数を工場の生産に展開するシステムでる．さらに，工場生産計

画は，ゴム練り工程から最終の検査工程までの生産計画を管理しているシステムで

ある．次に，中間のプロセス層にある業務ステップの問題点が上の層でわかる．こ

の問題点であるが，この業務プロセス価値連鎖図としては，価値が上の層に出てく

ることが通常であるが，本調査では，現状でうまくいっていないことを明確にする

ために，価値を問題点として表すことで，課題と直結することにした．この課題を

明確にすることで，原単位が実績通りになっていない，標準通りになっていない，

ばらつきがあるというタイヤ生産では最も重要なポイントが問題点として浮き彫

りになった．ポイントとなる問題点，価値として，実績と原単位の差異，バラツキ，

そして標準を追加することで各ステップと情報がどのような問題と価値があるの

かを明確にした．そして，本社物流部と計画が違うシステムを使用しているが，こ
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のフロー内で接続することで，時間の流れ(自分たちがやっているタイミング)をス

テークホルダーに理解させた． 

このように業務プロセス価値連鎖図はすべての業務ステップとデータの入出力

と問題点（価値）のつながりが見えるため，業務プロセス価値連鎖図に沿って，業

務ステップと情報の出入力を確認したところ，業務ステップの担当が同じデータを

入力するべきところに異なったデータを入力しており，業務プロセスに一連のつな

がりができないことが判明した．具体的には，本来，本社管理システムと工場原単

位が使用するデータは同じ必要があるが，作成された工場原単位が本社生産システ

ムとつながっていなかった．そのため，販売必要量に対して生産できていないこと

による生産未達成が，今回対象とした A・B・C工場ともに発生していた． 

このように，情報伝達に問題があり都度生産計画を見直すという生産非効率があ

った．それらを補正し，業務ステップで作成された情報がステップ間でつながった

ことで生産量が増えた（図 3-11，図 3-12，図 3-13）．  

この結果から下記仮説が得られた． 

 

仮説 1． 必要な情報を伝えられていない 

仮説 2． 全体を把握しているものがいない 
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表 3-2ステップ内容と責任者 
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表 3-3DSM形式でのプロセス 
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各手法で課題解決可能性の検証結果を示したが，各手法を使った結果の分析，検

証をするために新興国の各工場 2名ずつにアンケートを実施した．うち 1名はベテ

ラン社員を必ず含めた．アンケートの内容を表 3-4に示す．また，日本と比較する

ために日本の 2 工場にも 2 名ずつ実施した（表 3-5）．新興国のスタッフに実施し

たアンケート結果から，各工場のスタッフが把握している業務ステップ担当がグロ

ーバルの標準と違っていることが判明した．そして，同じ工場内でも業務ステップ

担当者が誰であるかの認識が違っていることが多いこともわかった．また，業務プ

ロセス全体の流れに関しては，新興国 3工場全体でみると半分以上の割合で日本標

準と違っており，且つベテラン社員でも完全には把握していないことが判明した．

また，日本の工場のアンケート結果と比較すると，日本の工場は担当や業務ステッ

プ担当の認識が工場間で違っていても，同じ工場内では同じ認識であることがわか

った．また，経験が浅いスタッフがわからないことはベテラン社員がカバーしてい

るために，その都度ベテラン社員が経験の浅いスタッフに教えているために，業務

のステップの認識が同じであることも判明した． 
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図 3-11インドネシア A工場生産達成率結果 

 

 

 

図 3-12インド B工場生産達成率結果 

 

 

 

図 3-13タイ C工場生産達成率結果 
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表 3-4新興国工場アンケート結果 

 

 

No. 質問内容
インドB工場
K氏(20年目)

インドB工場
V氏(22年目)

インドネシア
A工場W氏
(15年目)

インドネシア
A工場D氏
(13年目)

タイC工場
W氏(15年
目)

タイC工場
K氏(6年目)

標準

1-1 誰が人のステップを作っているか？ MEC MEC IEと製造課 IE IEと製造課 製造課 製造課・IE

1-2 誰がマシンのステップを作っているか？ 設備課 IE
設備課と
CFT

IE 設備課 設備課 設備課

1-3 誰がマシンのプロセスを作っているか？ 技術課 技術課 技術課 技術課とIE 技術課 技術課 技術課

1-4
誰が原単位を作成のために上記ステップを合体し
ているか？

IE IE IE IE IE IE IE

1-5 誰が原単位を作っているか？ IE IE IE IEと製造課 製造とIE IE 製造課

1-6 誰が原単位を確認しているか？ IE
製造課とIEと
工場長

CFTと工場
長

IEとCFTと工
場長

IE
製造課と工
場長

IEと工場長

1-7
誰が生産システムにその原単位を入力している
か？

IEと計画 計画 製造 IE 計画 計画 IE

1-8
誰がその原単位を販売の計画システムに入れてい
るか？

計画 計画 製造 計画 計画 SCM(本社) 計画

2-1
計画システムは販売と製造で2つ持っていることを
知っているか？

NO YES NO NO NO NO YES

2-2
どうやって精練工程の計画を調整しているか知って
いるか？

YES YES YES YES YES YES

2-3 もし、知っているならそれは誰がやっているか？
計画と製造
職長

計画 製造 計画 計画 計画 計画

2-4 誰が生産システムを日々調整しているか？ 計画 計画 製造 計画 計画 計画 計画
2-5 販売と製造の加硫計画は同じか？ NO YES NO YES NO YES YES

2-6
生産システムは精練から加硫までつながっている
か？

NO NO NO YES NO NO YES

アジア

業
務
ス
テ

ッ
プ

生
産
プ
ロ
セ
ス
全
体
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表 3-5日本工場アンケート結果 

 

No. 質問内容
D工場

S氏(7年目)
D工場

N氏(13年目)
E工場

H氏(5年目)
E工場

T氏(16年目)
標準

1-1 誰が人のステップを作っているか？ IEと製造課 IEと製造課 IEと製造課 IEと製造課 製造課・IE

1-2 誰がマシンのステップを作っているか？
IEが設備課に
聞いて作成

IE 設備課 設備課 設備課

1-3 誰がマシンのプロセスを作っているか？
IEが技術課に
聞いて作成

IE 技術課 技術課 技術課

1-4
誰が原単位を作成のために上記ステップを合体し
ているか？

IE IE IE IE IE

1-5 誰が原単位を作っているか？ IE IE IE IE 製造課

1-6 誰が原単位を確認しているか？ 製造課 製造課 IE IE IEと工場長

1-7 誰が生産システムにその原単位を入力している 計画 計画 計画 計画 IE

1-8
誰がその原単位を販売の計画システムに入れてい
るか？

知らない 計画 知らない 計画 計画

2-1
計画システムは販売と製造で2つ持っていることを
知っているか？

YES YES NO YES YES

2-2
どうやって精練工程の計画を調整しているか知って
いるか？

NO YES NO YES

2-3 もし、知っているならそれは誰がやっているか？ 計画 計画 計画 計画 計画

2-4 誰が生産システムを日々調整しているか？ 製造課 製造課 計画/製造課 計画/製造課 計画
2-5 販売と製造の加硫計画は同じか？ YES YES YES YES YES

2-6
生産システムは精練から加硫までつながっている
か？

YES YES YES YES YES

日本

業
務
ス
テ

ッ
プ

生
産
プ
ロ
セ
ス
全
体
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3.6 まとめと考察 

新興国の労働集約型セル方式であるα社のインドネシア，インド，タイの 3工

場に対し，生産達成率を上げるために，現状のフロー/各工場の作ったフローとマ

トリックス型の DSMと多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を適用し

たが，業務プロセス価値連鎖図を適用した場合が一番生産達成率上昇に効果があ

った． 

タイヤ生産プロセス全体を俯瞰し見える化し，全てのステークホルダーが業務

プロセス全体を見ることができたことが不具合ポイントの明確化につながった

と考えられる．部分最適で実施していた対応は，本来は前後の関係も同時に対応

しないといけないことがこの多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図の

情報のつながりからわかり，生産達成率上昇につながった可能性が高い． 
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第4章 タイヤ製品間接コストの見える化 

本章では，現状からの改善の検証課題である，製品間接コストのコストが改善さ

れるかを検証するために，製品間接コストの例としてタイヤ製品間接コストを題材

に製品間接コストが改善されるか検証する． 

4.1 背景と対象 

4.1.1 背景 

既に，第 1．2．2項で製品間接コストの背景は述べた通りだが，製品間接コスト

は対象管理項目が多岐に渡っており，事業部門ごとに製品が違い各事業所間でも同

製品であっても製品の種類が違う場合，間接コスト対象項目を管理する部署が各事

業部門と各事業所で違うことが多い．日本の製造業３社の財務担当者へインタビュ

ーしたところ次のような事象が発生していることが分かった． 

同じ製品間接コストを同じ取引業者から購入する際に，事業所が違うために価格

が違うなども発生している（図 4-1）．また，同じ事業所内でも，組織間でのコミュ

ニケーションがうまくいっていないなどを理由にどのようなステップで間接コス

トが価格交渉され，発注され，管理されているかわからなく，本社も各事業所で製

品間接コストがどのようにコントロールされているかも分かっていない．そして，

製品間接コストの管理・改善には ABCを使うことが多いが，ABCは取扱製品が多

いとうまく機能しないことがある．そして，現場のコスト改善は，TPSのリードタ

イム短縮と結び付けて改善されている事例が多い．一方で，ABCには現場の実体が

反映されてないという課題がある． 

今回対象とするα社は事業内容が多岐に渡るため，各事業所自律化を進めてきた．

そのため，本社機能は事業所からの依頼があった場合のみサポートをしていた．ま

た，α社の日本国内の製品間接コスト改善は，自律化を推進されている各事業所の

改善活動の中で実施されていることになっているが，その改善活動は，原価の中の

割合の大きい販売管理費の物流費と労務費，そして，製造原価の原材料費と直接労

務費にフォーカスされているため，製品間接コスト改善にまで入り込めてない．製

品間接コストの比率は製品の種類にもよるが，原価の 10%から 20%程度となって
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いる．そのため，製造原価の原材料費のように全体の約 40%から 50%を占めるもの

や，直接労務費のように 15%から 25%をそれぞれ 1 項目のみで占めるものに比べ

ると割合が少ないため，コスト改善にフォーカスされにくい(図 4-2)という課題が

ある． 

 

 
図 4-1現状の各事業所と取引業者の関係 

 

図 4-2製造原価比率 

 

原材料費 直接労務費 償却費 間接

コスト

40%～50% 15%～25% 15%～25% 10%～20%
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4.1.2 対象 

多くの国に製造拠点を持ち，日本国内に本社があり，売り上げ規模が日本国内で

5,000 億円規模の日本企業の自動車部品（タイヤがメイン）と化学工業品製造会社

α社の日本国内にある事業所すべての製造原価に占める，原材料費と直接労務費と

20 万円以上の設備投資にかかる償却費，及び仕損費以外の間接コストを対象とす

る（表 4-1）． 

 

表 4-1対象となる間接コスト区分 

 

4.2 検討課題・目的 

本章では製品間接コスト改善について検証するが，既に第 2．3節で述べた通り，

検討課題は下記の通りである． 

• 取り扱う製品が多い企業が，製品間接コストを活動原価基準 ABC で管理・改

善することが現場に不満なくコスト改善が進むのか 

本章ではこの検討課題に対し検証していくが，それまでの製品間接コストに対し

ての対応を整理する． 

ABC はいくつかの製品にまたがる共通費用をそれぞれの活動に分けて集計され

て配賦するために，この計算方法をどれだけ精度を上げられるかに特化してきた一

項目 大区分 中区分 備考
販売管理費 広告販促費

経費
物流費 労務費

経費
労務費 子会社労務費

製造原価 原材料費 製品に直接関わる材料費
加工費 労務費 正社員労務費

償却費 20万円以上の設備投資
20万円未満の設備投資

委託作業費 派遣社員労務費
エネルギー費 電力費

燃料費(ガス・オイル等)
消耗品費 原材料ではない製品に間接的な消耗品
機械修繕費 建屋修繕費、機械メンテナンス
その他経費 産廃処理費

車両メンテナンス費
旅費、コピー等その他諸々

仕損費

今
回
対
象
と
な
る

間
接
コ
ス
ト
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方で，それぞれの活動の末端部分である現場の活動，例えば，ABCは価格交渉にか

かる工数を換算して配賦しているが，実際にいくらで購入するかというところは

ABC では管理せずに別に実施している．この末端部分である現場の活動について

は，本社で見るのか各事業所で見るのか明確でなく，現状は各々で実施している． 

コスト全体に占める割合が低い上，ABC では工数管理計算しているだけになっ

て，現場の改善活動まで管理していないためにコスト改善が進みにくいという課題

がある． 

本章では，製品間接コストにおいて，取り扱う製品が多い企業が製品間接コスト

を現場の実体に即した管理・改善手段を用いることで，製品間接コスト改善をする

ことを目的とする． 

 

4.3 データ取得方法 

製品間接コストの現状を調査するために，α社が発注システムとして使用してい

る過去 3 年分の SAP データを本社で取得した．本社はα社の日本事業部門のメン

バー3 名とグローバル調達のメンバー2 名でプロジェクトプロジェクトチームを組

んだ．また，本社の関連部署や技術センターにも協力してもらい，ワーキンググル

ープを作って対応することにした（図 4-3）．リーダーを日本事業の本部長とし，筆

者が PMO，その配下に，労務費，エネルギー費，消耗品費，償却費，原材料費，そ

の他経費にワーキンググループを作って，課題に対する対応策を本社関連部署のリ

ーダーがまとめて作っていくことになった．初めに，日本事業部門のメンバー3名

とグローバル調達メンバー2 名で SAP データから事業所間比較を実施して課題を

出す． 
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図 4-3間接コストワーキンググループ組織図 
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4.4 業務プロセス価値連鎖図適用 

製品間接コストの検証の流れを図 4-4で示す． 

製品間接コスト改善に業務プロセス価値連鎖図を適用するために，まず現状の把

握の必要がある．α社の日本国内の事業所で過去から実施されてきた製品間接コス

ト改善の状況を把握し，そこから判明した課題の整理を行った．これは，問題特定

を実施する上で，過去から実施されている事実と進まない理由を明確にするためで

ある． 

前提条件を整理した後，次に問題特定を行った．問題特定に当たっては，α社特

有のものと一般的なものを明確にし，現状の課題から原因分析を実施した． 

次に，問題特定と原因分析から導出された結果から見える化手法である業務プロ

セス価値連鎖図を製品間接コスト改善に適用した．最後に，見える化手法の業務プ

ロセス価値連鎖図（図 4-5）を間接コスト改善に適用した結果を検証した．この業

務プロセス価値連鎖図には，プロセスのポイントとなる価値(トップ方針，全体統一，

個別，単発/継続)を追加し，時間の流れに戻りを作成することで，各ステップの重

要性と実態にあったステップのフローとした．また，現場で対応しなければいけな

い項目は敢えて現場から取らずにそのままの状態でフロー内に示した． 
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図 4-4間接コスト研究の流れ
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図 4-5間接コスト業務プロセス価値連鎖図(全体像) 
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4.5 検証結果 

製品間接コストは，その内訳は各事業所の製品によっても様々な項目があり，事

業所によっては，200以上の項目になっており，且つ，その管理担当と単価交渉担

当が事業所間で違っていることが判明した(表 4-2)．そして，各事業所の所在する

地域での製品間接コストの項目を購入する取引業者は，過去から購入品を他社より

優先的に数量や納期を融通してもらうなど，事業所にある地域でのしがらみがあり

固定されている場合や調達が価格交渉をせずに指定発注している等もあった．消耗

品に関しては，使用量原単位を各工場で管理しているが，事業所によって製品が違

うため使用量原単位を横並びで見てもよくわからないということから，各事業所で

目標を立てて，それに向けて各事業所がプロジェクトを作って改善することのみを

行っていた．消耗品の単価は本社調達が一括で単価交渉を実施しているが，各事業

所が突発で必要な際は，直接サプライヤーに依頼し，本社調達とサプライヤーで決

めた価格に沿わなくても良いという契約になっているため，消耗品全体の約 20%が

突発対応の価格となっていることが判明した． 
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表 4-2事業所別コスト担当 

 

 

A事業所 B事業所 C事業所 D事業所 E事業所

製造原価 原材料費 なし なし なし なし なし 本社購買

加工費 委託作業費 派遣社員費用 労務 労務 労務 労務 労務 事業所

エネルギー費 電力 なし なし なし なし なし 本社購買

燃料 調達 調達 調達 調達 調達 事業所

消耗品費 消耗品(1) 調達 技術課 技術課 調達 調達 本社購買/突発時は事業所

消耗品(2) 調達 管理課 調達 管理課 管理課 本社購買/突発時は事業所

消耗品(3) 技術課 技術課 管理課 管理課 技術課 本社購買/突発時は事業所

消耗品(4) 設備課 設備課 管理課 総務課 管理課 事業所

消耗品(5) 管理課 調達 調達 管理課 管理課 本社購買/突発時は事業所

償却費 設備投資 調達 設備課 設備課 調達 調達 20万円以上は本社購買

機械修繕費 機械メンテナンス 設備課 調達 設備課 調達 設備課 事業所

予備品 設備課 設備課 調達 調達 調達 事業所

その他経費 車両メンテナンス 設備課 管理課 調達 管理課 調達 事業所

産廃 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

作業服 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 本社総務

保安制服 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 本社総務

環境測定 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

旅費 総務課 関連会社 関連会社 関連会社 総務課 事業所

文房具 総務課 各部署 各部署 総務課 各部署 事業所

コピー機 総務課 管理課 管理課 総務課 管理課 事業所

手袋 製造課 製造課 総務課 製造課 製造課 事業所

マスク 安全 安全 安全 安全 安全 事業所

消毒液 総務課 総務課 安全 安全 総務課 事業所

清掃 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

宅配 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

テナント 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

レンタル 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 事業所

・・・・

項目
サプライヤーとの

交渉
事業所担当

小区分中区分大区分
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α社では，各事業所でコスト改善活動を実施する際，予算目標+αを取るために，

まず組織を作って，定期的にフォローを実施する．しかしながら，前述の通り製品

間接コストの関連部署は幅広く，そして目標の設定や比較の対象が不明のために，

活動の進め方やフォローの仕方，そしてプロジェクトから定常業務に移るプロセス

が明確でない．たとえプロジェクト組織を作っても，製品間接コストに関しては項

目が多岐に渡り，担当する組織も多岐に渡るため，項目一つずつにプロジェクトを

作るが，プロセスが複雑で活動が進みにくい．製品間接コスト改善が進まないコア

問題を見つけるために現状問題構造ツリーにしたものが図 4-6である．このツリー

からコア問題は下記 3つに集約された． 

①方針管理が徹底されていない 

②製品間接コストに関連する部署間のコミュニケーション不足 

③共有情報がばらついている 
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図 4-6現状問題ロジックツリー

間接コスト改善が進まない

本社から事業所の状況がつかめ

ない

事業所は自分たちが一番コスト

安価だと思っている

事業所内の管理担当と価格交渉

担当が違う

コスト全体に占める割合が低い

ために放置されている

事業所各々で取り扱う項目が違

う

事業所間で横並びで見ることが

できない

各事業所でプロジェクトを作っ

て改善実施

事業所が突発で発注するために

全社統一単価にならない

目標設定や比較対象が不明のた

め最終着陸地点がわからない

フォローの仕方やプロセスが事

業所間でまちまち

方針管理が徹底されていない 間接コストに関連する部署間の

コミュニケーション不足 共有情報がバラついている

コスト改善の全社方針から間接

コスト改善が除外される
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これらコア問題を業務プロセス価値連鎖図の価値とし，間接コストの関連する部

署とその部署が実施するワークフローを中間に配置し，そのワークフローから出る

情報の入出力を下の層に配置する．それで作成した業務プロセス価値連鎖図全体像

が前述の図 4-5である．この業務プロセス価値連鎖図に織り込まれているものの中

に，単価比較するものと原単位比較するものを選別し，単価比較・改善するものと

原単位比較・改善するもので対応を変えたものがある．単価比較・改善する際のス

テップを製品間接コスト単価改善ステップ（図 4-7），原単位比較・改善する際のス

テップを製品間接コスト原単位改善ステップ（図 4-8）とする．単価比較・改善の

ステップは，SAPデータから上位項目を精査し，上位項目を事業所間で単価比較を

する．その後，SAPでは見えない詳細情報を事業所から取り寄せ，事業所間でその

詳細情報からデータの横並びを実施する．その後，グローバル調達が一括で価格交

渉をするとメリットのあるものと各事業所が価格交渉するとメリットのあるもの

を分けて，グローバル調達が一括で価格交渉するものに関しては，既存の取引先と

サードパーティー両方と価格交渉し，関連部署と調整をして単価改善を実行する．

原単位比較・改善のステップは，事業所から SAP データを取得し，事業所間比較

をする，そしてその比較から改善案を検討する．個別対策が必要なものは個別に実

施する．その後，その改善案を事業所と調整し事業所で実行する．ここで考慮する

べき事項として，下記の項目がある． 

• 事業所の規模 

• 製造している商品の品質要件 

• 製造設備の相違 

• 品質優先 

• 各事業所と取引業社との関係（地域とのつながりや購入するに当たって，自

社の製品の購入等がある） 

また，全体の関連部署のつながりを図 4-9で表す．PMOを中心に，各事業所と

は情報提供と協力依頼を行い，グローバル調達とは戦略で協力をする．そして，各

ワーキンググループの本社のリーダーたちとは各ワーキンググループで得られた

情報を見て，今後の戦略を共有する．そして，各事業所と本社ワーキンググループ

のリーダーは情報共有と個別戦略を練って，各事業所とグローバル調達は価格につ
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いての情報提供と改善された価格でつながる．グローバル調達は取引業社と価格交

渉を実施することと技術センターを含めた関連部署から様々な情報をもらって，取

引業社選定から価格の妥当性までを検討する．  
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図 4-7製品間接コスト単価改善ステップ 

 

 
図 4-8製品間接コスト原単位改善ステッ

プ 

 

 

 
図 4-9関連部署とのつながり 
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現状問題構造ツリーから判明したコア問題がα社のコア・コンピタンス，すなわ

ち価値になるため，①の「方針管理が徹底されていない」は全社の進むべき方向と

一致させる必要がある「方向性」とし，また，これら業務を継続的に実施させるこ

とが重要なことから「継続性」も価値に入れた．そして②の「間接コストに関連す

る部署間のコミュニケーション不足」は部署間でコミュニケーションを良くし同じ

情報で会話をしていく必要があるために，「統一性」とした．最後に，③の共有する

情報がばらついていることで情報共有しても改善に進まないことから，「バラツキ」

を入れた．これらすべてはα社のコア・コンピタンスになるため，ここに表されて

いる価値は方針管理へ直結する．そして，ワークフローに関しては関連する部署が

各々に持っているワークフローをすべてこの中間層のワークフローの中に入れる

ことで，各部署が関わる全体のワークフローを表した．最後に，情報の入出力を下

の層に入れるが，各部署が持っているワークフローにある情報は各々のワークフロ

ー内で終わっているが，それらすべて入出力をさせることで情報をつないだ． 

上の層の価値は，α社の方針である方向性，継続性，統一性，バラツキが下のワ

ークフローの各ステップと直結しており，ステップがα社のどの価値の部分と関連

しながらワークフローで進んでいくのかがわかる．そして，ワークフローからつな

がる下の層にある情報の入出力から，α社の方針管理に必要な KPI として実績デ

ータ評価をするという流れになっている． 
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α社の間接コスト改善に業務プロセス価値連鎖図を適用した結果，一部を除きほ

ぼすべての価格交渉に本社が絡むようになったため，α社の日本事業全体を横串で

見て，間接コストについてサプライヤーとの交渉を本社が一括で実施することで大

きな効果が出た(図 4-10)．業務プロセス価値連鎖図導入前後の価格交渉について

の比較表を表 4-3で表した． 

2017年，2018年は電力単価交渉を価格改定のタイミングで電力会社と各事業所

が，そして，2019 年はガス単価交渉を価格改定のタイミングで各事業所が個別に

実施していた．2019 年は価格改定のタイミングで各事業所にて価格交渉を実施し

たが，電力単価上昇に伴い，単価アップを望む電力会社からはコスト改善ができな

かった．また，ガス単価に関して，過去は購入単価が市場価格よりも安価だったた

め 2019 年までは価格交渉をせずにいたが，2019 年からガス会社と単価交渉を開

始し燃料単価改善が取れた．そして，2020 年下期から業務プロセス価値連鎖図に

沿って電力単価の改訂を実施し，20 年に価格改定を実施する地域の 3 つの事業部

門の 40事業所すべての電力をまとめて本社調達が電力会社と交渉した．契約量が

増えると規模の経済が働くため，その分単価改善が出るのと同時に，地区購買が見

積もりを取っていた会社のみならず，本社調達が他地区で取引をしている電力供給

会社にも入札してもらい，今までの 2 倍以上の電力供給会社から見積りが出てき

た（図 4-10）．その入札した会社と価格交渉を実施した結果も，コスト改善として

大きく貢献した．電力改善額は，業務プロセス価値連鎖図を導入することによって

17年 30百万円/年，18年 18百万円/年，20年 47百万円/年(年間換算見込み)と大

きく改善額を増やした． 

その他経費に関しては，業務プロセス価値連鎖図を適用するまでは電力・ガス同

様に各地区で地区購買がサプライヤーと価格交渉をし，そこで決定した単価で購入
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をしていたために，値上げを望むサプライヤーと融通を聞かせ欲しいが値下げをし

て欲しい事業所側の地区購買の間で購入価格は据え置きという事象が全事業所で

発生していたためにほぼ単価改善がなかった．業務プロセス価値連鎖図を適用して，

各地区で購入していた製品間接コストを洗い出した結果，事業所間共通のその他経

費の一部である機械の予備品が多く存在することが判明し，その部品を扱うサプラ

イヤーと事業所間での単価差異があることを指摘し単価改善を実施した．また，同

様に各事業所の車両整備に関しても，今まではメンテナンスを各々の事業所がメー

カーに依頼していたが，一括でメーカーと交渉し，サードパーティーを含めて価格

交渉を実施し，メーカーから大きなコスト改善を得ることができた．それ以外にも，

消耗品原単位を事業所間横並びにして比較することで他工場へ展開することがで

きたことも改善効果として表れた．全体図を表したものが図 4-11である． 

 

図 4-10間接コスト改善額 
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表 4-3業務プロセス価値連鎖図導入前後の単価交渉状況 

大項目 小項目 業務プロセス価値連鎖図 備考 

導入前 

(～19年) 

導入後 

(20年～) 

電力 交渉担当 地区購買 本社調達 本社調達が入ることで

規模の経済性が働き，他

地区と比較可能 

規模の経済 効果小 効果大 

ガス 交渉担当 地区購買 本社調達 本社調達が入ることで

他地区と比較可能 規模の経済 効果小 効果小 

その他

経費 

交渉担当 地区購買 本社調達 本社調達が入ることで

他地区と比較可能 規模の経済 効果小 一部効果大 

 

表 4-4電力・ガス単価交渉実績 

項目 2017年 2018年 2019年 2020年 

対象事業所数 5 3 1 40 

平均入札会社

数 

1 1.8 2.2 5 

交渉窓口 地区購買 地区購買 地区購買 本社購買 
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図 4-11本社と各事業所と取引業者との関係 

4.5.1 まとめと考察 

日本の自動車部品(タイヤがメイン)と化学工業品製造会社α社の日本国内にあ

る事業所すべての製品間接コストに対し，コスト改善を実施するために，ABC で

管理しきれないと言われている現場の実体業務を業務プロセス価値連鎖図で詳細

にプロセスを見える化することでコスト改善ができた． 

また，コスト管理プロセス全体を俯瞰し見える化し，全てのステークホルダーで

ある本社・管理部門・現場で，それぞれの業務の内容を理解することによってお互

いが必要な情報を共有できたことが不具合ポイントの明確化につながったと考え

取引業者

事業所A 事業所B

本社
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られ，今回，現場の実体にあった形で業務を洗い出したことで，製品間接コストと

直接コストが混ざったが，現場の実体と管理部門の業務が，同じように進めている

業務があったことに気づき効率化されたことが，トータルとしてもコスト改善につ

ながったと考えられる．そして，プロセス全体を俯瞰し見える化することで，管理

部門が実施する業務と現場が実施する業務を現場にも理解してもらってから棲み

分けをしたことが現場にとっては不満のないものになった可能性がある． 
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第5章 乗用車用更生タイヤ導入へ向けた見え

る化による事業性分析 

本章では，未来予測の検証課題である，日本市場における乗用車用更生タイヤ導

入のための事業性分析が抜け漏れなく実施することができるかを検証するために，

事業性分析の一例として，乗用車用更生タイヤ導入の事業性分析を多視点の見える

化で検証する． 

5.1 背景と対象 

5.1.1 背景 

既に，第 1．2．3項でフィージビリティスタディと環境問題の背景は述べた通り

である．更生タイヤについては，日本や先進国においては，更生タイヤはトラック・

バス用にしか提供されてない状況で，そのトラック・バス用更生タイヤは CO2 削

減に大きな効果がある．しかしながら，乗用車用更生タイヤに関しても同等である

かは不明であり，今後の CO2 削減目標に対し，タイヤ業界は乗用車用更生タイヤ

の導入について検討する必要がある．タイヤメーカーは新規事業となる乗用車用更

生タイヤの事業性検討を行う上では不明確な要素・要因で検討する必要がある．こ

の新規事業性確認を行うフィージビリティスタディの際のシミュレーションでは，

要素・要因に関して，過去のデータと将来の不確定な要素も織り込む必要があるが，

要素・要因の抜けがあると結果が思わぬ方向に出るために，再度設定をし直す必要

があるという課題がある． 
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5.1.2 対象 

第 2．1．3項で既にタイヤのサーキュラーエコノミーで更生タイヤについて概

略は述べたが，日本市場における乗用車用更生タイヤ導入のための事業分析を実

施するために，現在は，トラック・バス用にしか導入していない更生タイヤを乗

用車用に導入することを前提に，乗用車用更生タイヤを対象とする．乗用車用更

生タイヤ導入にあたり，タイヤの原材料調達から，タイヤ生産工場，そして，タ

イヤが車に装着されて使用され，最後に寿命になって廃棄される，もしくはリサ

イクルされる段階までを対象とする． 

次に，更生タイヤの生産プロセスを図 5-1に示す．原材料調達では，タイヤの

部材であるトップトレッド（図中ではトップと表記）のみを原材料として生産へ

輸送する．次にそのトップトレッドの原材料が生産に入り，精錬工程で練られる．

次の工程では部材がトップトレッドのみのため，押出工程で加工され，成形工程

では新品タイヤのように全ての部材をアッセンブルせず，トップトレッドのみを

貼り付けるために簡易成形となる．簡易成形されたものが加硫工程で加硫されて，

最後に検査工程から出荷される．その後，既存乗用車用タイヤと同様に流通，使

用となるが，最後に廃棄・リサイクルの段階で一部は更生タイヤとしてりようさ

れるので，更生タイヤ側へ輸送されることになる．更生タイヤはタイヤの部材が

少ないために，原材料調達の段階で，必要な材料が少なくて済み，そして，生産

段階では工程が減り，且つ部材数が少なくなるために成形工程が簡易になるので，

原材料調達の段階で生産（エネルギー消費）と輸送（運搬するトラックから排出

される CO2）に関わる CO2排出削減効果，生産の段階では部材が少なくなるこ

とで生産に伴う使用エネルギー消費に伴った CO2削減効果がでる．
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図 5-1更生タイヤの製造プロセス
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5.2 検討課題・目的 

本章では日本市場における乗用車用更生タイヤ導入のための事業分析について

検証するが，既に第 2．3節で述べた通り，検討課題は下記の通りである． 

• 新規事業検討のフィージビリティスタディをする際に要素・要因決定は過去の

データや現場からの詳細データで検討することで抜け漏れなくモデリングと

シミュレーションが行えるのか 

本章ではこの検討課題に対し検証していくが，それまでのフィージビリティスタ

ディについての対応を下記にあげる． 

フィージビリティスタディを実施する際には，過去のデータとそれ以外の要因を

列挙してモデル化しシミュレーションを実施し，要素・要因取得に関しては，現場

のワイガヤなどで詳細データを取って実施する場合もある．そして，そのシミュレ

ーションで出た結果が予想と違う場合は，要素・要因を見直して再度モデル化とシ

ミュレーションを実施しなければならないという課題がある． 

本章では，乗用車用更生タイヤ導入に関し，フィージビリティスタディを実施す

る際に，抜け漏れなく要素・要因を洗い出してモデル化しシミュレーションを行な

って検討することを目的とする． 

5.3 データ取得方法 

乗用車用更生タイヤ導入に向けた検討で，その変数の取得方法について述べる．

タイヤ業界は，環境省，日本自動車タイヤ協会（Japan Automobile Tyre 

Manufacturer Associate； 以下，JATMA），タイヤメーカーの三者が方針や情報

共有を行なっている（図 5-2）． 



 

83 

 

 

図 5-2タイヤ業界三者の関係 

乗用車用更生タイヤの原価となる材料コストについては，既存のトラック・バス

用更生タイヤの材料コストのデータから，トラック・バス用タイヤと乗用車用タイ

ヤの重量比で算出する．次に，生産コストであるが，各タイヤメーカーとも乗用車

用更生タイヤの生産をしていないため情報がない．そこで，乗用車用更生タイヤの

生産コストについてタイヤ関係者 5 名に対しインタビューを実施してその平均値

を現状の生産コストとした．また，同様に乗用車用更生タイヤの初期投資の情報が

ないために，トラック・バス用タイヤの新設工場の初期投資と判明している既存タ

イヤの新品工場の初期投資に，2章で見える化したタイヤ生産工程プロセスで必要

部材部分の投資の按分とかけ離れていないか確認した．炭素税算出の元となる情報

は，日本乗用車用タイヤ協会のデータ[91]をもとに，環境対応をしているタイヤ関

係者に対して調達・生産・物流・使用・リサイクルの段階でのタイヤに掛かってく

る CO2量の妥当性についてもインタビューを実施して確認をした． 
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5.4 業務プロセス価値連鎖図 

本章では，日本市場における乗用車用更生タイヤ導入の事業性分析の検証をする

が，流れは図 5-3のようになる． 

まず，更生タイヤが導入されているトラック・バス用について現状を調査し，乗

用車用更生タイヤが導入されていない理由を整理する．その後，タイヤ生産プロセ

スの見える化とタイヤ間接コストの見える化で適用した業務プロセス価値連鎖図

を活用し，課題から問題点を整理する．そして，業務プロセス価値連鎖図で乗用車

用更生タイヤ全体の流れを見ることで，必要要素を特定して，導入に向けてのフィ

ージビリティスタディをするために必要な変数を明確化する．その変数からモデル

化をしてシミュレーションを実施し，そのシミュレーションから事業性分析をする．  

業務プロセス価値連鎖図作成のために，乗用車更生タイヤのステークホルダーを

下記の通り定義する． 

⚫ タイヤメーカー 

⚫ 国 

⚫ ユーザー 

この三者が乗用車用更生タイヤ導入に向けてどのような検討をするべきなのか

をステップを追いながら，そこに関係する要素と変数を織り込んで業務プロセス価

値連鎖図を作成する． 

国としては，他国と約束した CO2削減目標に対し，全産業で CO2削減対策を推

進する必要がある一方で，自国の産業や企業を守る，すなわち利益をあげさせない

といけない．タイヤメーカーとしては，国から設定された CO2 削減目標に対し，

何らかの手段を講ずる必要があるが，企業として生き残るためには利益の確保が必

須である．また，CO2削減をしているという企業イメージというものも重要である
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ために，利益を確保しつつ，CO2削減ができることが望ましい．タイヤを使うユー

ザーにとっては，大前提としてタイヤは安全であることであり，できれば購入しや

すい価格であって欲しい．そのタイヤが環境にやさしいものであったら尚更良い．

三者のステークホルダーの思惑が一致するための検討ステップを業務プロセス価

値連鎖図で表す（図 5-4）． 

この業務プロセス価値連鎖図から，乗用車用更生タイヤ導入に向けたフィージビ

リティスタディに必要な要素が下記の通り出てきた． 

⚫ タイヤの量（販売量・生産量） 

⚫ 生産コスト（新品タイヤ・更生タイヤ） 

⚫ 材料コスト 

⚫ 初期投資 

⚫ 利益 

⚫ 売値 

⚫ 炭素税 

⚫ タイヤ生産における CO2排出量 

⚫ 走行距離（新品タイヤ・更生タイヤ） 

⚫ 乗用車用更生タイヤ比率 

この業務プロセス価値連鎖図を作成するにあたり，検討ステップ全体を俯瞰す

るだけではなく，過去のデータに含まれない要因(動きが見えない国の動向と炭素

税導入)も織り込んだ． 
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図 5-3乗用車用更生タイヤ導入の事業性分析の流れ
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図 5-4乗用車用更生タイヤ検討のための業務プロセス価値連鎖図 
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5.5 モデリングとシミュレーション 

前節で明確になった変数をモデル化する．モデル化したものが図 5-5となる．こ

のモデルは，ストックフロー図（Stock and Flow Diagram: SFD）の一つである，

S字型成長 S-Sharp Growth Modelである．乗用車用更生タイヤは，ユーザーが安

全性と環境イメージで購入する意思決定し，既存の新品タイヤは更生タイヤ比率が

上がるごとに購入単価が上がることで減っていくというモデルである．更生タイヤ

比率は，ユーザーがどれくらい購入するかによって決まってくるが，原価は材料コ

スト，生産コスト，初期投資，炭素税によって変わり，売値はこの原価に政府が設

定する炭素税とタイヤメーカーが設定する利益率によって変わる．生産コストは既

存の新品タイヤが減って更生タイヤが増えていけば，更生タイヤは下がり，既存の

新品タイヤは上がっていく．政府が設定する炭素税は，タイヤのプロセスから調達，

生産，物流，使用，そしてリサイクルでの CO2排出量によって変わってくる． 

ここから，乗用車用更生タイヤ比率が増えるには，更生タイヤ比率が上がりコス

トが下がることで，ユーザーが更生タイヤを購入していくということがわかる．し

かしながら，現状の新品タイヤの利益率よりも更生タイヤの利益率が低いことから，

タイヤメーカーとしては，このモデル化のみでは結論をつけることはできない． 
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図 5-5乗用車用更生タイヤモデルの SFD
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以上を踏まえ，著者が構築した乗用車用更生タイヤ方法論アウトラインを図 5-6

に示す．乗用車用更生タイヤ導入に向けて下記の 2点について条件を作成した． 

 

⚫ コスト・利益条件 

⚫ 環境条件（CO2排出量） 

 

従来研究では，コスト・利益条件として，乗用車用更生タイヤの初期投資と生産

コストに関して考慮したものがないため，今回考慮した．その際，設備耐用年数と

して 10年，20年，30年，40年と幅を持たせることにより，企業が設備をどの程

度メンテナンスをしながら使用することができるかを見るために，耐用年数による

負担を検討する．そして，生産コストにしては，新品タイヤ生産コストと更生タイ

ヤ生産コストを固定費と変動費を考慮し規模の経済を導入して算出する．次に，環

境条件として，新品タイヤと更生タイヤでは走行可能距離が違い，且つ，自家用車

と営業車も年間走行距離が違っているために，それらを反映して CO2 排出量を自

家用車と営業車別に算出する．そして，炭素税率も現状の日本のものとグローバル

のものを考慮する．これらをコスト換算して，利益計算をすることによりどのよう

な条件なら乗用車用更生タイヤ導入の可能性をシミュレーションする． 

5.5.1 評価式 

前節のモデル化から，タイヤメーカーとして事業性分析をするにあたり，シミュ

レーションを実施する．そのシミュレーションの評価式について本項で述べる． 

乗用車用更生タイヤ導入のための事業分析を実施するために，タイヤ生産会社は

利益等がないと導入することに踏み切れない．そこで，既存の新品タイヤの利益と

更生タイヤを導入した際の利益の差異を生産コストと初期投資，そして今後導入さ
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れる可能性の高い炭素税を考慮することにする．利益差異と炭素税の計算式を以下

に示す．乗用車用更生タイヤ導入時の既存の利益との差異を式（１），そして，式

（２）が課税額を表している．この利益差異を新品タイヤと更生タイヤの初期投資，

生産コスト，材料コスト，CO2に掛ってくる炭素税率，そして償却年数のパラメー

ターを変化させることで，利益差異の分析をする．課税額は，タイヤができるまで

に発生する CO2 の量によって変化する．既存の新品タイヤの売り上げから，新た

に市場に出回る新品タイヤの売り上げを引き，さらに更生タイヤ売り上げを足して，

そこから初期投資と炭素税を引くことで既存との利益差異を出す。 

式（１）は，具体的に，タイヤ 1本あたりのコストである，既存の新品タイヤ生

産コスト（𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑛𝑒𝑤 ）と材料コスト（𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔

𝑛𝑒𝑤 ）を足して，そこから新たに販売さ

れた新品タイヤの生産コスト（𝑝𝑛𝑒𝑤）と材料コスト（𝑚𝑎𝑡𝑛𝑒𝑤）を引く。その数値に

新品タイヤ販売量（𝑆𝑛𝑒𝑤）を掛ける。同様に，更生タイヤも既存の更生タイヤの生

産コスト（𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）と材料コスト（𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔

𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）からあらたに市場に投入される更

生タイヤの生産コスト（𝑝𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）と材料コスト（𝑚𝑎𝑡𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）を引いて，その数値

に更生タイヤ販売量（𝑆𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）を掛ける。これらを足して，全乗用車用タイヤ販売

量（𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙）で割る。ここから，乗用車用更生タイヤの初期投資（𝑐𝑖𝑛𝑖）と炭素税（𝑇𝑎𝑥）

をひいたものである。式（２）はタイヤ生産で発生する CO2排出量（𝐶𝑂𝑝𝑟𝑜𝑑）に炭

素税率（𝛾）を掛けたものである。 

 

∆𝑓(𝛼，𝛽，𝛾，𝛿，𝑟)  =

{(𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑛𝑒𝑤 +𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔

𝑛𝑒𝑤 )−(𝑝𝑛𝑒𝑤(𝛽，𝑟)+𝑚𝑎𝑡𝑛𝑒𝑤)} × 𝑆𝑛𝑒𝑤 + {(𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 +𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔

𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 )−(𝑝𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑(𝛽，𝑟)+𝑚𝑎𝑡𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑)} × 𝑆𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑}

𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙  −

𝑐𝑖𝑛𝑖(𝛼，𝛿， 𝑟) − 𝑇𝑎𝑥(𝛾， 𝑟)        (1) 

 𝑇𝑎𝑥(𝛾， 𝑟) = 𝐶𝑂𝑝𝑟𝑜𝑑(𝑟) ×  𝛾       (2) 
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 𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙= 𝑆𝑛𝑒𝑤 + 𝑆𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 

 𝑆𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑= 𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙  ×  𝑟 

 

∆𝑓 ∶ profit diff [JPY] 

𝛼 ∶ presense/absence of initial investment  

𝛽 ∶ economy of manufacturing cost scale [%] 

𝛾 ∶ carbon tax rate [JPY/kg-CO2] 

𝛿 ∶ depreciation years [years] 

𝑟 ∶ ratio of  retread tire for passenger car[%] 

𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑛𝑒𝑤 ∶ manufacturing cost per new existing tire for passenger car [JPY/tire] 

𝑝𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 ∶ manufacturing cost per existing retread tire [JPY/tire] 

𝑝𝑛𝑒𝑤 ∶ manufacturing cost per new tire for passenger car [JPY/tire] 

𝑝𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 ∶ manufacturing cost per retread tire for passenger car [JPY/tire] 

𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑛𝑒𝑤 ∶ material cost per new existing tire for passenger car [JPY/tire] 

𝑚𝑎𝑡𝑒𝑥𝑖𝑠𝑡𝑖𝑛𝑔
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 ∶ manufacturing cost per existing retread tire [JPY/tire] 

𝑚𝑎𝑡𝑛𝑒𝑤   ∶ material cost per new tire for passenger car [JPY/tire] 

𝑚𝑎𝑡𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑: 𝑚𝑎𝑡𝑒𝑟𝑖𝑎𝑙 𝑐𝑜𝑠𝑡 𝑝𝑒𝑟 𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑡𝑖𝑟𝑒 𝑓𝑜𝑟 𝑝𝑎𝑠𝑠𝑒𝑛𝑔𝑒𝑟 𝑐𝑎𝑟 [JPY/tire] 

𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∶  total number of sales of tires for passenger car [tires/year] 

𝑆𝑛𝑒𝑤 ∶ total number of sales of new tires for passenger car [tires/year] 

𝑆𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 ∶ total number of sales of retread tires for passenger car [tires/year] 

𝑐𝑖𝑛𝑖  ∶ initial investment in retread tires for passenger car [JPY/tire] 

𝑇𝑎𝑥 ∶ tax amount on carbon tax [JPY/tire] 

𝐶𝑂𝑝𝑟𝑜𝑑 ∶ CO2 emission at the time of tire manufacturing [kg-CO2] 

𝐷    ∶ total  mileage [km] 

 

以上を踏まえ，著者が構築した乗用車用更生タイヤ方法論アウトラインを図 5-6

に示す．乗用車用更生タイヤ導入に向けて下記の 2点について条件を作成した． 

⚫ コスト・利益条件 

⚫ 環境条件（CO2排出量） 

従来研究では，コスト・利益条件として，乗用車用更生タイヤの初期投資と生産

コストに関して考慮したものがないため，本研究で考慮する．その際，設備耐用年
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数として 10年，20年，30年，40年と幅を持たせることにより，企業が設備をど

の程度メンテナンスをしながら使用することができるかを確認するために，耐用年

数による負担を検討する．そして，生産コストにしては，新品タイヤ生産コストと

更生タイヤ生産コストを固定費と変動費を考慮し規模の経済を織り込んで算出す

る．次に，環境条件として，新品タイヤと更生タイヤでは走行可能距離が違い，且

つ，自家用車と営業車も年間走行距離が違っているために，それらを反映して CO2

排出量を自家用車と営業車別に算出する．さらに，炭素税率も現状の日本のものと

グローバルのものを考慮する．これらをコスト換算して，利益差異を明確にするこ

とによりどのような条件なら乗用車用更生タイヤ導入の可能性があるかを議論す

る． 
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図 5-6乗用車用更生タイヤポートフォリオ方法論アウトライン 

 

コスト・利益条件 環境条件（CO2排出量)

⚫ 会社の利益率
⚫ 初期投資

⚫ 更生タイヤ初期投資
⚫ 設備耐用年数(10年、20年、30年、40年)

⚫ 規模の経済(固定費・変動費考慮)
⚫ 新品タイヤ生産コスト
⚫ 更生タイヤ生産コスト

⚫ 新品タイヤ生産によるCO2排出量
⚫ 更生タイヤ生産によるCO2排出量
⚫ 新品タイヤ走行距離によるCO2排出量(自家用車、

営業車別)
⚫ 更生タイヤ走行距離によるCO2 排出量(自家用車、

営業車別)
⚫ 炭素税率

コスト及び利益計算 炭素税によるコスト換算

利益計算（目的関数）

ポートフォリオ
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コスト・利益条件 

コストは，利益と更生タイヤの初期投資と更生タイヤを導入し規模の経済で変

わる新品タイヤと更生タイヤの生産コストを考慮することで計算をする．コスト

条件は，下記の 3つを考慮した． 

⚫ 会社の利益率 

⚫ 更生タイヤの初期投資 

⚫ 規模の経済を考慮した生産コスト（固定費・変動費考慮） 

 

乗用車用更生タイヤの初期投資に関しては情報がないために，トラック・バス

用の初期投資の費用と重量比，及び前述のサイズ数比率を考慮して算出した（式

3）．重量比は，トラック・バス用タイヤ重量が 55.4kg/本，乗用車用タイヤ重量

が 8.4kg/本から計算する．そして，乗用車用タイヤのサイズ数はトラック・バス

用タイヤの 3倍であることを考慮する． 

1 本あたりの乗用車用更生タイヤの初期投資（𝑐𝑝𝑐𝑟
𝑖𝑛𝑖）は，１本あたりのトラッ

ク・バス用の初期投資（𝑐𝑡𝑏𝑟
𝑖𝑛𝑖）にトラック・バスの１本あたりのタイヤ重量（𝑊𝑡𝑏𝑟）

と既存乗用車用の１本あたりのタイヤ重量（𝑊𝑝𝑐𝑟）比をかけて，さらにサイズ数

によって設備投資を考慮するために，トラック・バス用のサイズ数（𝑆𝑖𝑧𝑒𝑡𝑏𝑟）と

既存乗用車用タイヤのサイズ数（𝑆𝑖𝑧𝑒𝑝𝑐𝑟）の比率を掛けたものが式（３）である． 

 

𝑐𝑝𝑐𝑟
𝑖𝑛𝑖 (𝛼，𝛿)  = 𝑐𝑡𝑏𝑟

𝑖𝑛𝑖 (𝛼，𝛿)  ∙
𝑊𝑝𝑐𝑟 

𝑊𝑡𝑏𝑟 
∙

𝑆𝑖𝑧𝑒𝑝𝑐𝑟 

𝑆𝑖𝑧𝑒𝑡𝑏𝑟 
      (3) 

 

𝑐𝑝𝑐𝑟
𝑖𝑛𝑖 ∶ 乗用車用更生タイヤ 1本あたり初期投資 (JPY/本) 

𝑐𝑡𝑏𝑟
𝑖𝑛𝑖  ∶トラック・バス用更生タイヤ１本あたり初期投資 (JPY/本) 
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𝑊𝑡𝑏𝑟  ∶トラック・バス用タイヤ１本あたり重量 (kg/本) 

𝑊𝑝𝑐𝑟  ∶乗用車用タイヤ１本あたり重量 (kg/本) 

𝑆𝑖𝑧𝑒𝑝𝑐𝑟  ∶乗用車用タイヤサイズ数  

𝑆𝑖𝑧𝑒𝑡𝑏𝑟   ∶トラック・バス用タイヤサイズ数  

環境条件（CO2排出量） 

環境条件は CO2 排出量を算出するために，走行可能距離が違う新品タイヤと

更生タイヤの走行距離による CO2 排出量，そして，年間走行距離の違う自家用

車と営業車でそれぞれ算出し，更に，炭素税が今後導入される可能性を考慮して

以下に示す． 

新品タイヤと更生タイヤでそれぞれ自家用車と営業車で走行距離が違うため，

自家用車用の走行距離と営業車用の走行距離をそれぞれ算出し，炭素税を新品タ

イヤとリトレッドタイヤから算出する． 

新品タイヤ走行距離による CO2 排出量を自家用車と営業車別に，自家用車用

新品タイヤ走行時のタイヤからの CO2排出量（𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙 ）に自家用車用新品

タイヤ年間走行距離（𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）を掛けたものと，営業車用新品タイヤ走行時

のタイヤからの CO2排出量に（𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑢𝑡𝑖𝑙 ）営業車用新品タイヤ年間走行

距離（𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）を掛けたものを足したものが式（４）である． 

また，乗用車用更生タイヤ走行距離による CO2 排出量を自家用車と営業車別

に，自家用車用更生タイヤ走行時のタイヤからの CO2排出量（𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙 ）

に自家用車用更生タイヤ年間走行距離（𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）を掛けたものと，営業車

用更生タイヤ走行時のタイヤからの CO2排出量に（𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑢𝑡𝑖𝑙 ）営業車

用更生タイヤ年間走行距離（𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）を掛けたものを足したものが式

（５）である． 
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さらに，炭素税課税は式（４）と（５）を足したものに炭素税率γを掛ける（式

（６））． 

 

新品タイヤ走行距離による CO2排出量（自家用車，営業車別） 

 𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑟) = 𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙

𝑢𝑡𝑖𝑙  (𝑟) × 𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙 + 𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙  (𝑟) ×

𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒         (4)  

 

更生タイヤ走行距離による CO2 排出量(自家用車，営業車別) 

  𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 (𝑟) = 𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙

𝑢𝑡𝑖𝑙  (𝑟) × 𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙 +

𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙  (𝑟) × 𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒      (5)  

 

炭素税課税額 

𝑇𝑎𝑥(𝛾，𝑟) =  (𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑟)  +  𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑

𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 (𝑟)) ∙ 𝛾     (6)  

 

 𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙      ∶   新品タイヤトータルCO2排出量 (kgCO2e/年)  

𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑢𝑡𝑖𝑙

∶営業車用新品タイヤ走行時のタイヤからのCO2排出量(kg

− CO2e/km) 

𝐶𝑂𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙 ∶自家用車用新品タイヤ走行時のタイヤからのCO2排出量(kg

− CO2e/km) 

𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∶更生タイヤトータルCO2排出量 (kg − CO2e/年) 
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𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑢𝑡𝑖𝑙

∶営業車用更生タイヤ走行時のタイヤからのCO2排出量(kg

− CO2e/km) 

𝐶𝑂𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑢𝑡𝑖𝑙 :自家用車用更生タイヤ走行時のタイヤからのCO2排出量(kg

− CO2e/km) 

𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙 ∶営業車用新品タイヤ年間走行距離 (km/年) 

𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒 ∶自家用車用新品タイヤ年間走行距離 (km/年) 

𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙   ∶営業車用更生タイヤ年間走行距離 (km/年) 

𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒      ∶自家用車用更生タイヤ年間走行距離 (km/年) 

 

次に，上記の自家用車と営業車の走行可能距離と新品タイヤと更生タイヤの走

行可能距離から，年間交換回数を下記の通り算出する． 

営業車の年間走行距離（𝐷𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ）は，営業車用新品タイヤ年間走行距離

（𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）に営業車用新品タイヤ年間交換回数（𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）を掛け

たものと，営業車用更生タイヤ年間走行距離（𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）に営業車用更

生タイヤ年間交換回数（𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙）を掛けたものを足す（式（７））． 

そして，自家用車の年間走行距離（𝐷𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ）は，自家用車用新品タイヤ年間走

行距離（𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）に自家用車用新品タイヤ年間交換回数（𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）を掛

けたものと，自家用車用更生タイヤ年間走行距離（𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）に自家用車用

更生タイヤ年間交換回数（𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒）を掛けたものを足す（式（８））． 

 

𝐷𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙  ∙ 𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙 +  𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙  ∙

𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙         (7) 
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𝐷𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 𝐷𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒  ∙ 𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒 +  𝐷𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒  ∙ 𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒 (8) 

 

𝐷𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∶営業車年間走行距離 (km/年) 

𝐷𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒
𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙        ∶自家用車年間走行距離 (km/年) 

 𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙       ∶営業車用新品タイヤ年間交換回数 (times/year)   

 𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑐𝑜𝑚𝑚𝑒𝑟𝑐𝑖𝑎𝑙  ∶営業車用更生タイヤ年間交換回数 (times /year)   

 𝑐ℎ𝑛𝑒𝑤 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒           ∶自家用車用新品タイヤ年間交換回数 (times/year)   

 𝑐ℎ𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑 𝑝𝑟𝑖𝑣𝑎𝑡𝑒 ∶自家用車用更生タイヤ年間交換回数 (times /year) 

 

5.5.2 コスト分析前提条件 

走行距離 

走行距離による CO2排出量を求めるために，乗用車用新品タイヤの走行距離

を，国土交通省のデータ[123]から計算した（表 5-1）．更生タイヤの走行距離に

関しては，既存のトラック・バス用タイヤの更生タイヤが新品一次寿命の 3分の

2であることから[124]，乗用車用更生タイヤの走行可能距離も同様に新品の 3分

2 と置く．したがって，新品乗用車用タイヤの走行可能距離が 30,000 キロなの

で，更生乗用車用タイヤの走行可能距離は 3分 2の 20,000キロとする． 

表 5-1乗用車用新品タイヤと更生タイヤの走行距離 

Item Contents 

Tire type Passenger tire 

New tire lifetime mileage Passenger tire: 30,000km/tire 

Retread lifetime mileage Passenger tire: 20,000km/tire 
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タイヤ販売本数と乗用車種別台数比 

今回の乗用車用更生タイヤの対象は日本国内で生産された新車装着タイヤと

日本国内で生産された履き替え用タイヤとし，海外から日本国内への輸入された

タイヤは今回の更生タイヤの対象から除外した．国内で生産された乗用車用新品

タイヤの販売本数は，日本自動車タイヤ協会の 2020年のデータから[125]，年間

85,250,676本とする．また，今回の対象とする乗用車の車種は，自家用と営業用

の乗用車と軽自動車とする．国土交通省の 2021年度のデータより，乗用車の内，

自家用の割合を 99.4％，軽自動車の内，自家用車の割合を 99.1%とする[106] (表 

5-2)． 

そして，自家用車の年間走行距離は，10,575km/年で，営業車の年間走行距離は，

63,113km/年である 

表 5-2乗用車用更生タイヤ CO2削減モデル前提条件 

Item Contents 

Private car ratio 

Passenger car: 99.4% 

Light car: 99.1% 

Mileage 

Private car: 10,575km/year 

Commercial vehicle: 63,113km/year 

Sales amount 

(Passenger tire) 

Total:85,250,676 tires/year (2020) 

For Commercial vehicle: 598,470 tires/year 

For Private vehicle: 84,652,206 tires/year 

炭素税 

 炭素税率に関しては，いくつかの数値を設定する． 
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まず，日本国内の炭素税に近いものとして，環境省のデータから現在の日本の

実質炭素税と言われるトン当たり 39 米国ドルを使用する．次に，EU内の標準

である，EU-ETS（EU内排出量取引制度）の 22年 3月平均値トン当たり 90ユ

ーロと，そして世界で一番高い炭素税であるスウェーデンのトン当たり 190 米

国ドル[126]と，そして今後さらに環境税が上昇する可能性があるためにトン当

たり 300米国ドルを使用して計算した(表 5-3)． 

 

表 5-3乗用車用タイヤトン当たり炭素税 

Item Contents 

γ 

Effective Carbon Rates in Japan: 39USD/ton 

EU-ETS: 90EURO/ton 

Sweden: 190USD/ton 

Future estimation: 300USD/ton 

 

初期投資と設備耐用年数 

初期投資に関して，乗用車用更生タイヤは存在していないために情報がない．

したがって，既存のトラック・バス用更生タイヤの初期投資を参考に算出するこ

ととする．トラック・バス用更生タイヤの初期投資は 17億 5千万円で日産 150

本生産可能であるので[127]，それを前述の式（３）の通り， トラック・バス用

タイヤ重量平均 55.4kg/本，乗用車用タイヤ重量平均 8.4kg/本から重量比率を用

いる[91]．そして，サイズ数は第 1節より，乗用車用タイヤはトラック・バス用

の 3 倍あることを考慮し[106]，乗用車用更生タイヤ初期投資を 15,647 円/本と

する． 
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次に，設備の耐用年数は，償却年数ではなく，実際にどれくらい使用可能なの

かを考慮して，10年，20年，30年，40年と 4つのパターンで算出することと

する．以下の式で示す．前述の式（３）の１本あたり更生タイヤ初期投資（𝑐𝑖𝑛𝑖）

に乗用車用年間販売本数（𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙）と更生タイヤ比率（𝑟）を掛けたものを耐用年

数（𝑡）で割ったものが式（９）である． 

 

𝑐𝑖𝑛𝑖 𝑦𝑒𝑎𝑟(𝛼，𝛿，𝑟，𝑡) = (𝑐𝑖𝑛𝑖(𝛼，𝛿)  ×  𝑆𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝑟 ) / 𝑡      (9) 

 

𝑐𝑖𝑛𝑖 𝑦𝑒𝑎𝑟 ∶更生タイヤ年間初期投資 [JPY/年] 

𝑡 ∶耐用年数 [年] 

 

利益率 

利益に関しては，現状のタイヤあたりの利益率が各タイヤメーカーから公開さ

れていないために，売上高から本研究で扱う売上原価と販管費を引いた営業利益

率をタイヤメーカー各社が公開している数値を使用した．タイヤ会社の利益率を

日本企業は会社四季報から，海外の会社は各企業の投資家向け情報（ホームペー

ジや雑誌等）から取得した．そして，本研究では，各タイヤメーカーの最大の営

業利益率のところと最小の会社の営業利益率を採用し検討をした(表 5-4)． 

 

表 5-4利益率前提 

Item Contents 

Profit rate 

Max:13.7% 

Min: 10.1% 
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乗用車用更生タイヤ CO2排出量 

乗用車用更生タイヤの原材料調達と生産時の CO2 排出量については，乗用車

用更生タイヤがないため，トラック・バス用更生タイヤの CO2 排出量を参考に

第 3．4節同様にトラック・バス用タイヤと乗用車用タイヤ重量比率を用いて算

出する[91]．次に，新品タイヤから，一度更生を実施したタイヤは，引き続き更

生を繰り返す前提とし，更生の回数はトラック・バス用タイヤで最大 2回である

ため[94]，今回対象の乗用車用タイヤの最大更生回数もトラック・バス用と同じ

2回とした．今回は，完成済みの更生タイヤの輸送による CO2排出は考慮せず，

また，更生タイヤでの走行時の CO2排出量は新品タイヤと同様とした．第 3．1

節の新品タイヤと更生タイヤの走行可能距離の式(5)と(6)に，第 3．2節の営業車

と自家用車の年間走行距離を式(7)から(8)にあてはめて，年間タイヤ交換頻度と

CO2排出量を表 5-5 に示す．新品タイヤは年間 0.9 回/年の交換頻度で，更生タ

イヤは年間 1．35回/年の交換頻度となった．そして，新品営業車用タイヤは 220．

7kg-CO2eを排出し，更生営業車用タイヤは 183．3 kg-CO2e，そして，新品自家

用車用タイヤは 37.0 kg-CO2e，最後に更生自家用車用タイヤは 30.7 kg-CO2eで

ある． 
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表 5-5乗用車用タイヤ交換頻度と乗用車用更生タイヤ CO2排出量前提 

Item Contents 

Turnover rate 

New tire: 0.90 times/year 

Retread tire: 1.35 times/year 

CO2 emission 

New commercial vehicle tire: 220.7 kg-CO2e 

Retread commercial vehicle tire: 183.3 kg-CO2e 

New private vehicle tire: 37.0 kg-CO2e 

Retread private vehicle tire: 30.7 kg-CO2e 

生産コスト 

乗用車用新品タイヤと乗用車用更生タイヤの生産コストを合計したものが本

研究の生産コストになる．乗用車用新品タイヤのコストは現状の生産コストから

更生タイヤに置き換わっていくために，量が減っていくと固定費比率が上がるた

めに生産コストが上がっていく．一方，乗用車用更生タイヤは量が増えていくと

固定比率が下がるために生産コストが下がっていく．これら新品タイヤと更生タ

イヤの生産コストを規模の経済を考慮して算出する．乗用車用新品タイヤの現状

の生産コストを新品タイヤの売値平均である 10,000 円/本であることと企業の

利益率から 2,500 円とし，乗用車用更生タイヤの現状コストは生産がないため，

更生比率が 10%になった際に新品タイヤのコストと同様になるように 18,000円

とする．新品タイヤの生産コスト（𝑝𝑛𝑒𝑤）は，新品タイヤの現状生産コスト（𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑛𝑒𝑤）

を新品タイヤの規模の経済を考慮した経済指数 A 乗をし，そこに新品タイヤ生

産コスト変動率（V）と更生タイヤ比率（𝑟）を掛けたものである（式（１０））． 

 



 

105 

 

新品タイヤ生産コスト 

 𝑝𝑛𝑒𝑤(𝛽，𝑟) = (𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑛𝑒𝑤(𝛽))𝐴  ×  𝑉 × 𝑟      (10) 

 

 𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑛𝑒𝑤  ∶   新品タイヤの現状生産コスト(JPY) 

𝐴   ∶    新品タイヤ規模の経済指数(A ≠ 1， A > 0) 

𝑉  ∶     新品タイヤ生産コスト変動率 

 

次に，更生タイヤ生産コスト（𝑝𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）は，更生タイヤの現状生産コスト（𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑）

を更生タイヤの規模の経済を考慮した経済指数-B 乗をし，そこに更生タイヤ生

産コスト変動率（V’）と更生タイヤ比率（𝑟）を掛けたものである（式（１１））． 

 

𝑝𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑(𝛽，𝑟) = (𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑(𝛽))−𝐵  × 𝑉′ × 𝑟     (11) 

 

 𝑝𝑖𝑛𝑖
𝑟𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑  ∶   更生タイヤの現状生産コスト(JPY) 

𝐵   ∶    更生タイヤ規模の経済指数(B ≠ 1， B > 0) 

𝑉′  ∶     更生タイヤ生産コスト変動率 

 

5.5.3 コスト分析検証結果 

式(1)に基づいて，計算した表 5-6に示す．設備耐用年数を 10年，20年，30

年，40 年で分けて，初期投資の有無(有を◯，無を×)，炭素税の有無(有：◯，

無：×)，そして炭素税γをシナリオ別に場合分けして，利益率の最大値をMax

と最小値 Min の２パターンで算出した．表中の，左に”+”があるのは利益が既

存よりもプラスに出る場合で，その右の数値は，３節のコスト分析結果から最良
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の条件の乗用車用更生タイヤポートフォリオであり，左に”-“があるのは既存よ

りもマイナスの場合で，その右の数値は最良の乗用車用更生タイヤポートフォリ

オである． 

 

表 5-6乗用車用更生タイヤシナリオ別ポートフォリオ 

 

 

5.5.4 既存との利益差異シミュレーション結果例 

本項では，表 5-6のシナリオ別ポートフォリオを確認し，シミュレーション結

果のいくつかの例を示す．まず，日本が現状の実質炭素税のままタイヤ会社が高

収益の例として，炭素税が日本の実質炭素税であるトン当たり 39米国ドルで会

社の利益率 13.7%の場合，そして，トラック・バス用更生タイヤの普及率が高い

◯ ◯ - 2% + 2% - 3% - 3% - 5% - 5% - 7% - 7%

◯ × + 2% + 2% + 2% + 2% + 2% + 2% + 2% + 2%

× ◯ + 9% + 8% - 10% - 10% - 13% - 13% - 17% - 16%

× × + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7%

◯ ◯ - 5% + 5% - 6% - 6% - 9% - 8% - 12% - 11%

◯ × + 4% + 4% + 4% + 4% + 4% + 4% + 4% + 4%

× ◯ + 9% + 8% - 10% - 9% - 13% - 13% - 17% - 16%

× × + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7%

◯ ◯ - 6% + 6% - 7% - 7% - 10% - 10% - 13% - 13%

◯ × + 6% + 5% + 6% + 5% + 6% + 5% + 6% + 5%

× ◯ + 9% + 8% - 10% - 9% - 13% - 13% - 17% - 16%

× × + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7%

◯ ◯ - 7% + 7% - 8% - 7% - 11% - 10% - 14% - 14%

◯ × + 6% + 6% + 6% + 6% + 6% + 7% + 6% + 6%

× ◯ + 9% + 8% - 10% - 10% - 13% - 13% - 17% - 16%

× × + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7% + 8% + 7%

Carbon

Tax

Initial

Cost

90EURO 190USD

13.70%

10 years

20 years

30 years

40 years

300USD

10.10% 13.70% 10.10% 13.70% 10.10% 13.70% 10.10%

39USD

Builidin

g/Equi

pment

life

γ (TaxRate)

Profit rate
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欧州が乗用車用更生タイヤを導入した際の企業の利益が最低の場合の例として，

炭素税が欧州連合域内排出量取引制度（European Union Emission Trading 

Scheme；以下 EU-ETS）がトン当たり 90ユーロで会社の利益率 10.1%の場合，

最後に，今後炭素税があがることを考慮し，世界で一番炭素税の高いスウェーデ

ンで高収益企業が更生タイヤを導入した場合の例として，トン当たり 190 米国

ドルで会社の利益率 13.7%の場合についての検討した結果を示す． 

縦軸にタイヤのコストと１本あたりの既存との利益差異，横軸に乗用車用更生

タイヤ比率を取っている．新品タイヤのコストがオレンジ線で更生タイヤのコス

トが灰色線，そして既存との利益差異が青線で表されている． 
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1. 炭素税 39米国ドル/ton， 設備耐用年数 10年，会社の利益率

13.7%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-7) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 2%をピークに 4%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-7設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-8) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 2%をピークに 13%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-8設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-9) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 18%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-9設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-10) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-10設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 

(700)

(600)

(500)

(400)

(300)

(200)

(100)

0

100

200

300

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60% 65% 70% 75%

利
益
差
異

コ
ス
ト
(¥
/本

)

更生タイヤ比率(％)

新品(¥/tire) リトレッド(¥/tire) 既存との利益差異



 

112 

 

 

2. 炭素税 39米国ドル/ton， 設備耐用年数 20年，会社の利益率

13.7%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-11) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 5%をピークに 10%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-11設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-12) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 4%をピークに 17%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-12設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-13) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 18%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる．

さらに，計算上は 80%を超えたところで利益が出ることになるが，更生タイヤ比

率が 80%を超えることは現実的に不可能なので考慮しない． 

 

 

図 5-13設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-14) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる．

さらに，計算上は 80%を超えたところで利益が出ることになるが，更生タイヤ比

率が 80%を超えることは現実的に不可能なので考慮しない． 

 

 

図 5-14設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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3. 炭素税 39米国ドル/ton， 設備耐用年数 30年，会社の利益率

13.7%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-15) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 6%をピークに 12%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-15設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-16) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 5%をピークに 19%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-16設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-17) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 18%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

さらに，計算上は 80%を超えたところで利益が出ることになるが，更生タイヤ比

率が 80%を超えることは現実的に不可能なので考慮しない． 

 

 

図 5-17設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-18) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

さらに，計算上は 80%を超えたところで利益が出ることになるが，更生タイヤ比

率が 80%を超えることは現実的に不可能なので考慮しない． 

 

 

図 5-18設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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4. 炭素税 39米国ドル/ton， 設備耐用年数 40年，会社の利益率

13.7%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-19) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 14%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-19設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-20) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 6%をピークに 21%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-20設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-21) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 18%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

さらに，計算上は 80%手前で利益が出ることになるが，更生タイヤ比率が 80%

は現実的に不可能なので考慮しない． 

 

 

図 5-21設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税(39USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-22) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-22設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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5. 炭素税 90 ユーロ/ton， 設備耐用年数 10 年，会社の利益率

10.1%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-23) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 3%の時である． 

 

 

 

図 5-23設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-24) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 2%をピークに 9%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-24設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-25) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-25設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 

(1,000)

(800)

(600)

(400)

(200)

0

200

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60% 65% 70% 75%

利
益
差
異

コ
ス
ト
(¥
/
本

)

更生タイヤ比率(％)

新品(¥/tire) リトレッド(¥/tire) 既存との利益差異



 

127 

 

 

⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-26) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 21%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-26設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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6. 炭素税 90 ユーロ/ton， 設備耐用年数 20 年，会社の利益率

10.1%の場合 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-27) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 6%の時である． 

 

 

図 5-27設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-28) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 4%をピークに 14%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-28設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-29) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-29設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-30) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 21%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-30設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 10.1%) 

(800)

(700)

(600)

(500)

(400)

(300)

(200)

(100)

0

100

200

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60% 65% 70% 75%

利
益
差
異

コ
ス
ト
(
¥
/
本

)

更生タイヤ比率(％)

新品(¥/tire) リトレッド(¥/tire) 既存との利益差異



 

132 

 

 

7. 炭素税 90 ユーロ/ton， 設備耐用年数 30 年，会社の利益率

10.1%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-31) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 7%の時である． 

 

 

図 5-31設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-32) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 6%をピークに 16%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-32設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-33) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-33設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-34) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 21%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-34設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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（8） 炭素税 90ユーロ/ton， 設備耐用年数 40年，会社の利益

率 10.1%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-35) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 8%の時である． 

 

 

図 5-35設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-36) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 6%をピークに 17%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

  

 

図 5-36設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-37) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-37設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税(90EURO/ton)あり(利益率 10.1%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-38) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 8%をピークに 21%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-38設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 10.1%) 
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9. 炭素税 190 米国ドル/ton， 設備耐用年数 10 年，会社の利益

率 13.7%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-39) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 5%の時である． 

 

 

図 5-39設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 

(2,000)

(1,800)

(1,600)

(1,400)

(1,200)

(1,000)

(800)

(600)

(400)

(200)

0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60% 65% 70% 75%
利
益
差
異

コ
ス
ト
(
¥
/
本

)

更生タイヤ比率(％)

新品(¥/tire) リトレッド(¥/tire) 既存との利益差異



 

141 

 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-40) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 2%をピークに 13%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-40設備耐用年数 10年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-41) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 13%の時である． 

 

 

図 5-41設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-42) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存よ

りも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-42設備耐用年数 10年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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10. 炭素税 190 米国ドル/ton， 設備耐用年数 20 年，会社の利益

率 13.7%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-43) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 8%の時である． 

 

 

図 5-43設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-44) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 4%をピークに 17%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-44設備耐用年数 20年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-45) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 13%の時である． 

 

 

図 5-45設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-46) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-46設備耐用年数 20年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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11. 炭素税 190 米国ドル/ton， 設備耐用年数 30 年，会社の利益

率 13.7%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-47) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-47設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-48) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 5%をピークに 19%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-48設備耐用年数 30年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-49) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 13%の時である． 

 

 

図 5-49設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-50) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-50設備耐用年数 30年，初期投資なし，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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12. 炭素税 190 米国ドル/ton， 設備耐用年数 40 年，会社の利益

率 13.7%の場合 

 

⚫ 初期投資あり，炭素税あり(図 5-51) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 10%の時である． 

 

 

図 5-51設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資あり，炭素税なし(図 5-52) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 6%をピークに 21%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-52設備耐用年数 40年，初期投資あり，炭素税なし(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税あり(図 5-53) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率がどんな状況でもマイナスになる．

マイナスが一番小さい更生タイヤ比率は 13%の時である． 

 

 

図 5-53設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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⚫ 初期投資なし，炭素税なし(図 5-54) 

既存との利益差異は，乗用車用更生タイヤ率が 7%をピークに 24%までは既存

よりも利益が出る．しかしながら，それを超えると既存よりも利益が出なくなる． 

 

 

図 5-54設備耐用年数 40年，初期投資なし，炭素税(190USD/ton)あり(利益率 13.7%) 
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5.5.5 その他シミュレーション例 

次に，炭素税を含んでいるものと含んでいないものの一例を挙げる．利益率

10.1%，設備耐用年数を 30年の初期投資を含んでおり，EU-ETS を含んでいる

ものが黒の線で示され，含んでいないものがピンク色の線である(図 5-55)．炭素

税を含んでいると利益が出ないが，含まないと 6％のところで最も利益が出る． 

 

図 5-55炭素税 EU-ETSを考慮有無シナリオの更生タイヤポートフォリオと利益 
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さらに，初期投資の償却費用を考慮したものとしないものの EU-ETS の炭素

税を考慮した結果を図 5-56 に示す．利益率 13.7%，設備耐用年数 40 年，炭素

税 EU-ETS（90 ユーロ/ton）を含んでおり，初期投資を含んだものが黒線で含

んでいないものがピンクの線である．この条件では両方とも既存タイヤよりも利

益が出ないが，初期投資を含まない方がマイナスの幅は少なくなっている． 

 

図 5-56初期投資有無シナリオの更生タイヤポートフォリオと利益 
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また，初期投資の償却期間を変更した結果を図 5-57 に示す．利益率 13.7%，

炭素税は含まず，償却期間が 10 年のものが緑の線で 40 年のものが茶色の線で

ある．償却期間 10 年だと，更生比率が 14％程度で利益が出なくなるが，40 年

だと更生比率が 20％程度まで既存よりも利益が出る． 

 

 

図 5-57償却期間 10年と 40年シナリオの更生タイヤポートフォリオと利益 
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その利益率の高い企業も利益がマイナスになるので企業としては方策が必要と

なる．一方，利益の少ない企業は炭素税が EUのように高くなると乗用車用更生

タイヤには参入できないと考えられる．その理由は，初期投資が高いことと更生

タイヤの利益が新品タイヤに比べて少ないからである． 

いずれにしても，タイヤメーカーが乗用車用更生タイヤに参入するには，初期

投資を下げて，企業努力で利益をあげる必要がある． 

 

 

図 5-58規模の経済有り生産コストシナリオの更生タイヤポートフォリオと利益 
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図 5-59規模の経済なし生産コストシナリオの更生タイヤポートフォリオと利益 
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• 乗用車用更生タイヤの初期投資を安くすることで利益を上げる必要がある 

• 現実的な生産コストでコストを算出することで，利益もより現実的になり乗

用車用更生タイヤの導入の検討が現実的になる 

 

タイヤメーカーの経営や政府の CO2 削減を推進する担当者に対して情報提供

することが成果としてあげられる． 

ただし，本研究は，初期投資や生産コストをトラック・バス用タイヤの数値か

ら算出しているが，今後乗用車用更生タイヤが導入される際の初期投資や生産コ

ストはより現実的なものにする必要がある．さらに，従来の生産方法に頼るだけ

ではなく，より革新的な技術革新の可能性を考慮した検討が今後の課題である． 
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第6章 考察 

本章では，３つの検証を踏まえ，システム思考の多視点での見える化について考

察をする． 

企業を含めた様々な組織では，課題解決の際に課題に向かって根本原因を見つけ

るために細かくものごとを分けていく傾向にある．しかしながら，システム思考で

独立した事象だけに目を奪われずに，全体像とその動きを捉える思考からものごと

を捉えていく必要があると考えられる．実際に，企業が課題を解決する際には，細

部まで入り込んで，その細部に対して手を打って対応することが通常の課題解決の

方法であるが，その部分最適が必ずしも全体最適にはならない可能性がある．企業

では，各業務が必ずしも独立していないために部分最適で一つの課題が解決しても

他のところに歪みが出てくることも多い． 

そのために，本研究では，多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を適用

したが，この業務プロセス価値連鎖図は全体を俯瞰して，それぞれの細部を繋げ，

ステークホルダー全員でその業務プロセス価値連鎖図を見ながら議論することで，

お互いの業務を理解しながら課題解決につながった可能性がある．細かく分けてそ

れぞれが課題を解決した際に，その前後でつながる情報がその課題解決によってど

のように変化するのかを前後で業務に関わる担当者が理解することが部分最適を

全体最適にする一つの手段であるのではないかと考える． 

このように，企業の難課題解決には，細かく課題を解決するのみならず，システ

ム思考で俯瞰する，多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を使用し，ステ

ークホルダー間で議論して，全体俯瞰と同時に詳細も解決する方法は有効である可

能性が高い． 

また，本研究では，新興国の労働集約型セル生産方式の工場，製品間接コスト，

そして新規事業のフィージビリティスタディに多視点で見える化した業務プロセ

ス価値連鎖図を適用したが，現状，改善後，そして未来予測という 3つの時制に対

して適用可能と考えられる（図 6-1）．まず，ありたい姿とのギャップとして，新興

国の労働集約型セル生産方式の向上を課題の検証としたが，これは，現在の業務を

多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図で本来のありたい姿と比較し，課題
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解決に繋がった．これは，現在の課題について多視点での見える化である業務プロ

セス価値連鎖図に効果があったことになる．次に現状からの改善として，製品間接

コストの改善額を課題の検証としたが，これは，現状から次のステップである改善

後の姿にするために，多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を活用したこ

とが課題解決につながった．これは，現状から改善後の姿へ多視点での見える化で

ある業務プロセス価値連鎖図に効果があったことになる．そして，最後に，未来予

測として，日本市場における乗用車用更生タイヤ導入のための事業性分析が可能で

あるかを課題の検証としたが，これは未来予測を多視点で見える化した業務プロセ

ス価値連鎖図を使用して，検討ステップを明確にすることで，モデリング，そして

シミュレーションを行なったことで検討に漏れがなかった．この乗用車用更生タイ

ヤ導入可能性の事業性分析に関しては，多くの要素・要因が混在し，そのパラメー

ターに対してのステークホルダーを明確にしたことと，不確定な要素を関係者で検

討しながら折り込めてことがうまくいった理由であると考える．これは，未来予測

をする際にも，検討ステップを業務プロセス価値連鎖図で見える化することに効果

があったことになる． 

 

図 6-1時制に対しての見える化手法の活用 
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第7章 結論と今後の展望 

本研究では，多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を適用し，新興国

の労働集約型セル生産方式の工場，製品間接コスト，そして新規事業のフィージ

ビリティスタディの課題解決をすることで検証した． 

7.1 本研究の結論 

まず，第１章では，企業の解決が難しい課題に対しての問題意識を取り上げ，

ありたい姿とのギャップ，現状からの改善，そして未来予測をそれぞれ，新興国

の労働集約型の工場，製品間接コスト管理・改善，そして新規事業の事業性分析

へ適用するための背景を述べた．その背景からそれぞれの目的への検証方法を示

し，研究方法について説明した． 

第２章では，研究の枠組み構築として，新興国の労働集約型の工場としてタイ

ヤ生産工場，製品間接コスト管理・改善としてタイヤ製品間接コスト，そして新

規事業の事業性分析として乗用車用更生タイヤ導入可能性の事業性分析とした

が，その対象の説明を実施した．そして，先行研究調査を行い，そこからわかっ

た考察を実施し，検証課題の提示をした．そして，多視点で見える化手法の業務

プロセス価値連鎖図概要を説明した． 

第３章ではタイヤ生産プロセスの見える化について，対象である新興国のタイ

ヤ生産プロセス詳細について述べ，現状の課題を明確にし，見える化手法である

業務プロセス価値連鎖図を新興国のタイヤ生産の現場用に開発し，検証を実施し，

その結果を分析した． 

新興国のタイヤ生産の現場プロセスには全体が俯瞰でき，どこに価値があるの

かを明確にする業務プロセス価値連鎖図に効果があることを明確にした． 
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第４章では，タイヤ製品間接コストの見える化による業務改革について，対象と

なるタイヤ製品間接コストの項目について述べ，現状の課題を明確にし，見える化

手法である業務プロセス価値連鎖図を新興国のタイヤ生産の現場と同様に適用し，

それの検証を実施し，その結果を分析した．日本のタイヤ製品間接コストにおいて，

業務プロセス価値連鎖図の適用は，複雑に絡み合った組織が同じ業務を実施してい

ることを明確にし，それを一括で実施することで大きな効果があることを明確にし

た． 

第５章では，乗用車用更生タイヤ導入へ向けた事業性分析のために，検討ステッ

プを業務プロセス価値連鎖図で明確にし，モデリングとシミュレーションを実施し

た．乗用車用更生タイヤのポートフォリオを生産コスト，初期投資，導入した設備

の耐用年数，炭素税の金額等によって検討した． 

第６章では，本研究で得られた多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を

適用した，新興国の労働集約型の工場，製品間接コスト管理・改善，そして新規事

業の事業性分析についての考察を行った． 

第７章では，本研究の結論と，今後の展望について述べた． 

本研究では，多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図を新興国の労働集約

型の工場としてタイヤ生産工場，製品間接コスト管理・改善としてタイヤ製品間接

コスト，そして新規事業の事業性分析として乗用車用更生タイヤ導入可能性の事業

性分析に適用して検証を行なった．タイヤに関しては，タイヤ開発についての研究

は多く実施されているが，製造に関しての研究はされていなく労働集約型の製造業

のモデルとしてタイヤ生産の見える化をすることに価値がある．そして，労働集約

型の製造工程は日本から新興国へ移っていく中，日本と同じ設備を持っていっても

同じようには製造出来ないという課題に対して，多視点での見える化手法の業務プ
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ロセス価値連鎖図の適用に効果があることがわかった．また，タイヤ製品間接コス

トは，複雑に入り組んだ組織が同じコストを扱っている際に，そのコストをどのよ

うに管理するのかについても，新興国の生産工程に効果のあった，多視点での見え

る化手法の業務プロセス価値連鎖図をタイヤ製品間接コスト用効果があることが

わかった．そして，乗用車用更生タイヤ導入可能性の事業性分析に関しては，検討

ステップを多視点での見える化手法の業務プロセス価値連鎖図で明確にして，モデ

リング，シミュレーションを行なったことで検討に漏れがなかった．この乗用車用

更生タイヤ導入可能性の事業性分析に関しては，多くの要素・要因が混在し，その

パラメーターに対してのステークホルダーを明確にしたことと，不確定な要素を関

係者で検討しながら折り込めてことがうまくいった理由であると考える． 

以上の結果から多視点での見える化手法の業務プロセス価値連鎖図の考察を実

施した． 

7.2 今後の展望 

本研究では，多視点での見える化手法である業務プロセス価値連鎖図を活用して，

企業の課題解決で検証したが，同一企業についての検証であった．同一企業の課題

であったために，今後この多視点で見える化した業務プロセス価値連鎖図が汎用化

するには，他企業での事例を追加する必要がある． 

また，新規事業のような未知なものに対して，多視点で見える化した検討プロセ

スから要素と変数を明確にして，モデリングとシミュレーションを実施することが

乗用車用更生タイヤ以外でも有効であることが検証できれば，フレームワークとし

て汎用化が可能である． 

昨今，どの企業もスペシャリストを作る傾向にあり，全体俯瞰ができる人材が減

ってきている現状がある．今回のように，業務プロセス価値連鎖図を導入すること
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は可能だが，今後この業務プロセス価値連鎖図を作成，改訂することのできるよう

な現場全体を俯瞰できるような人材の育成が課題である．人材を育成して，システ

ム思考を導入することで企業の課題解決につながるのではないか． 

また，製品間接コストのような全社を上げて実施するようなプロジェクトに対し

て業務プロセス価値連鎖図を導入したが，このような製品間接コストのみならず，

他の業務に対して適用できるものがあるか確認が必要である． 

新技術・新事業の導入をするにあたって既存の見える化を実施することは重要で

あるが，今回の乗用車用更生タイヤの導入の検討に対し，炭素税の適用と企業のコ

ストとの比較で検討を実施したが，再製造品への減税や補助金やグリーン調達政策

等政府が実施することになる政策についての検討も必要であると考える． 

環境問題は，日々刻々と変化していくので，その時点で設定している要素・要因

がすぐに変化することが多い．要素・要因が変化したときに，どこに何を入れるの

かを業務プロセス価値連鎖図で定義しておくことで，変化に対してすぐに対応でき

るようになると考える． 
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